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人権保護として再生可能エネルギーを選択し、地球

環境の保全と地域社会の持続的発展を目指す決議 
 

気候危機による人権侵害は、既に現実化している。２０１１年から２０２０年ま

での１０年間の世界全体の平均気温は、産業革命前（１８５０年から１９００年の

平均気温）と比べて１．１℃上昇した。２０２２年夏にはヨーロッパにおける熱関

連死亡者数が６万１０００人を超えたと推定されており、２０２３年夏には、日本

で、熱中症により救急搬送された人が９万人を超えた。また、ＷＭＯ（世界気象機

関）は、２０２３年の世界の平均気温が観測史上最も高くなったと発表した。森林

火災や豪雨による被害も深刻化し、水資源や農業、漁業にも深刻な影響が生じてい

る。その結果、現在及び将来世代の生存基盤が脅かされ、生命・健康及び財産に対

する権利（憲法第１３条・第２５条・第２９条、自由権規約第６条、世界人権宣言

前文、同宣言第３条、環境基本法第３条）、居住・社会経済生活及び文化的生活を営

む権利（憲法第２２条・第２５条、環境基本法第３条）に対する侵害の危機が現実

化し、日増しに増大している。国連人権理事会も２０１７年６月に「人権と気候変

動に関する決議」を採択し、気候変動が各種人権の十分な享受に対して様々な負の

影響を与えていることを明記した。 

この気候危機は、産業革命後の温室効果ガスの人為的排出により大気中の温室効

果ガス濃度が増加し、それに伴い地球が温暖化したことが原因である。今後気温上

昇が続けば気候危機による被害がより甚大化する。この被害を可能な限り抑制し、

地球環境を保全するため、２０１８年に国連の気候変動に関する政府間パネル（Ｉ

ＰＣＣ）の報告書において、世界の気温上昇を１．５℃以内に抑える必要があるこ

とが指摘され、世界の共通認識となっている。この「１．５℃目標」を達成するた

め、温室効果ガスの中でも温暖化に最も影響を与えているＣＯ２の排出を早急に削

減し、２０５０年までに温室効果ガスの排出を実質的にゼロにしなければならない。 

そのために、エネルギー消費の削減・効率化と並んで、化石燃料から再生可能エ

ネルギーへの転換が急務となっている。２０２３年１２月にドバイで開催された国

連気候変動枠組条約第２８回締約国会議（ＣＯＰ２８）では、２０３０年までに温

室効果ガスを２０１９年比で４３％削減すること、そのために世界全体で再生可能

エネルギーの設備容量を２０３０年までに３倍にし、世界平均でのエネルギー効率

改善率を従来の２倍にすること等が合意された。今まさに、人権保護として、再生

可能エネルギーを選択する必要がある。 

しかし、日本の第６次エネルギー基本計画及びそれに基づくエネルギー需給見通

しは、２０３０年までの電力消費量の大幅な削減を目指すものではなく、また、再
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生可能エネルギーの設備容量についても１．６から１．７倍程度に増加させる前提

でしか電源構成割合を検討しておらず、脱炭素（ＣＯ２排出量を実質的にゼロにす

ること）に向けた日本の取組は極めて不十分である。日本においても、再生可能エ

ネルギーのポテンシャルを十分に生かすために、農地をめぐる法規制や電力需給シ

ステムにおける必要な制度等を整備し、再生可能エネルギーを早期に拡大していく

ことが必要である。

一方で、現在全国各地において、大規模な太陽光発電所及び風力発電所の建設に

伴い、自然環境や生活環境、景観の破壊等の被害が発生している。また、再生可能

エネルギーによる利益が地域に還元されず、その開発をめぐり紛争が生じる例も多

い。太陽光発電や風力発電を中心とした再生可能エネルギーへの転換を一層推進す

るためにも、まず、地域の環境保全に必要な法制度を整備する必要があり、また、

再生可能エネルギーの開発・利用は、地域社会の持続的な発展に資するようにすべ

きである。

よって、当連合会は、以下のとおり提言する。 

１ 国・地方公共団体・事業者・市民は、現在の地球温暖化が人類の生命・健康・

財産・暮らしに極めて深刻な被害をもたらす人権問題であると認識し、「１．５℃

目標」の実現と整合する方法で温室効果ガスの排出を削減し、２０５０年より前

のできるだけ早い時期に、温室効果ガスの排出を実質的にゼロにすべきである。 

２ 国及び地方公共団体は、「１．５℃目標」を実現するために、炭素税の大幅な拡

大等を含むカーボンプライシング（炭素の価格付け）の推進や、建築物の高断熱・

高気密化の推進等によるエネルギー使用量の削減に取り組むべきである。 

３ 国及び地方公共団体は、 

(1) 発電電力量に占める再生可能エネルギー電気の割合を２０３０年までに５

０％以上とするとともに、２０５０年までに電気を含む全ての使用エネルギー

を１００％再生可能エネルギーで賄うよう、取り組むべきである。

(2) 再生可能エネルギーの一層の拡大のために、地域の環境保全を図る法制度及

び発電事業者が責任を持って事業を遂行することを担保する法制度を整備する

とともに、その開発及び利用に当たっては、地域経済循環に資するようにし、

地域住民及び地域事業者の早期段階からの参加、徹底した情報開示を制度的に

実現すべきである。

(3) 地球環境保全に資する、持続可能な再生可能エネルギー供給を推進するため

に、地域の実情に配慮しつつ、特に、以下の方策を早急に導入すべきである。

① 太陽光発電所及び風力発電所については、住民の生活や自然環境・景観へ
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の影響が小さい適地を選択し、そこで事業を進めることを可能とする制度を

早急に導入すること 

② 太陽光発電については、建物の屋根上等に太陽光発電設備の設置を促進す

る法制度を早急に整備するとともに、農業の維持・再生に配慮しつつ耕作放

棄地を活用する又は営農型太陽光発電を推進するために、農地利用に関する

法制度を改善すること 

③ 再生可能エネルギー拡大に適した柔軟性の高い電力需給システムの構築と

再生可能エネルギー電気の地産地消を促進させる制度の整備等を積極的に推

進すること 

 

国・地方公共団体・事業者・市民は、それぞれが気候危機が深刻な人権問題であ

ることを深く認識し、人権保護として再生可能エネルギーを推進していくことを選

択し、地球環境の保全と地域社会の持続的発展を目指すべきである。当連合会は、

本決議の実現のために、今後も全力を挙げて取り組む決意である。 

 

以上のとおり決議する。 

 

２０２４年（令和６年）１０月４日 
日 本 弁 護 士 連 合 会 
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提 案 理 由 

 

第１ 気候危機による人権侵害 

１ 気候危機の現状 

気候危機による人権侵害は、既に現実化している。２０１１年から２０２０

年までの１０年間の世界全体の平均気温が産業革命前（１８５０年から１９０

０年の平均気温）と比べて１．１℃上昇したことにより、森林火災や豪雨がも

たらされるなど、世界各地で気候災害が日常化し、人々の生命・健康、生活環

境及び産業にも甚大な被害が生じている。また、気候変動により、居住する土

地が侵食され、移住を余儀なくされている人々も存在する。 

特に、近年の夏は、世界中の誰もが、国連のグテーレス事務総長の言う「地

球沸騰の時代の到来」を認めざるを得ない暑さであった。２０２２年夏にはヨ

ーロッパにおける熱関連死亡者数が６万１０００人を超えたと推定されている。

ＷＭＯ（世界気象機関）は、２０２４年３月、２０２３年の世界の平均気温が

産業革命前に比べて１．４５℃上昇し、観測史上最も高くなったと発表した。

世界の平均気温は、２０２４年の上半期においても、前年同月を上回り続けて

いる。 

日本でも、災害級の猛暑による熱中症で、救急搬送者数や死亡者数は増加傾

向にある。２０２３年の６月から８月までを通して、日本の平均気温は１８９

８年以降、夏の気温としては最も高くなった。熱中症警戒アラートの発令回数

も、２０２３年は過去最多の１２３２回に及んだ。同年５月から９月までに９

万１４６７人が熱中症により救急搬送されたが、この数字は２０１８年の９万

５１３７人に次ぐ二番目の多さである。 

また、線状降水帯による豪雨災害が各地で頻発するようになったり、台風の

巨大化による被害が激甚化したりしている。河川の氾濫や崖崩れ等によって、

多くの人々の生命や住居等に甚大な被害がもたらされている。さらに、気候変

動は、農業や漁業等、様々な産業にも甚大な影響を及ぼしている。このように、

気候変動の影響は、現代に生きる私たちが、既に生じている被害として実感す

るものとなっている。 

２０２１年８月に公表された気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第

６次評価報告書第１作業部会報告書（自然科学的根拠）は、地球温暖化は人間

活動に起因し、大気、海洋、雪氷圏及び生物圏に、広範囲かつ急速な変化をも

たらしていると断定した。２０２２年２月の同第２作業部会報告書（影響・適
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応・脆弱性）は、気温上昇が１．５℃を超えると生態系が回復不能なほどに失

われ、手遅れにならないためには今後１０年の取組が重要であるとした。同年

４月の同第３作業部会報告書（気候変動の緩和）は、既存及び計画中の火力発

電所等からのＣＯ２排出量は、気温上昇を１．５℃以内に抑えるための総排出

量を上回るとし、２０２０年代末までに対策を強化しなければ今世紀末までに

３．２℃の気温上昇をもたらすと警告した。 

 ２ 気候危機による人権侵害 

このように、気候危機が私たちの生命、健康及び生活基盤に及ぼす深刻な影

響は、決して将来の不確実な事象ではなく、既に生じている人権侵害であり、

かつ、直ちに適切な対策を取らなければ確実にその影響は激化するものである。

現在世代がその脅威に直接さらされることはもちろん、現在世代が今行うべき

対策を怠れば、将来世代に対して、生存の危機に至る甚大な被害を負わせるこ

とになる。 

日本でも、２０２０年１１月、衆議院及び参議院の両院において、もはや地

球温暖化問題は気候変動の域を超えて気候危機の状況に至っているとの認識を

世界と共有するとして、気候非常事態が宣言された。 

気候危機により、現在及び将来世代の生存基盤が脅かされ、生命・健康及び

財産に対する権利（憲法第１３条・第２５条・第２９条、自由権規約第６条、

世界人権宣言前文、同宣言第３条、環境基本法第３条）、居住・社会経済生活及

び文化的生活を営む権利（憲法第２２条・第２５条、環境基本法第３条）に対

する侵害の危機が現実化している。 

国連人権理事会も２０１７年６月に「人権と気候変動に関する決議」を採択

し、気候変動が生命への権利、十分な食糧を得る権利、健康への権利、居住の

権利及び安全な水と衛生に対する権利等、各種人権の十分な享受に対して様々

な負の影響を与えていることを明記した。さらに国際人権（自由権）規約委員

会は２０１９年７月、自由権規約一般的意見第３６条第２６項において、締約

国が自由権規約第６条にて認められる権利を保障する義務として、「生命に対

する権利を享受することに悪影響を及ぼしかねない自然災害や人災」に対し、

「準備を加速させるとともに真剣に取り組むように設計された危機管理計画や

災害管理計画を開発しなければならない」と指摘している。 

世界の裁判所における判決（２０１９年１２月２０日オランダ最高裁判所、

２０２１年３月２４日ドイツ連邦憲法裁判所、２０２２年６月３０日ブラジル

最高裁判所、２０２４年４月９日欧州人権裁判所等）も、気候変動による被害

が個人の人権に対する侵害であることを真正面から認めている。今や気候危機
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は、将来世代を含む重大な人権問題である。 

他方で、気候変動対策としての再生可能エネルギー開発が地域住民の人権及

び地域環境を侵害するものであってはならず、仮に人権侵害等が生じた場合に

は実効的な救済が確保されなければならない。また、エネルギーを脱炭素に移

行する過程で悪影響を受ける地域及び産業分野（化石燃料に依存する地域・産

業）に属する人々の人権等に配慮し、公平・持続可能・包括的な方法による脱

炭素社会への公正な移行（Just Transition）をサポートすることも重要である。

すなわち気候変動対策にも人権保護の観点が必要不可欠である。 

３ 日本の気候変動政策の現状 

日本は、２０２０年１０月に、「２０５０年カーボンニュートラル」を宣言し、

２０２１年５月に改正された「地球温暖化対策の推進に関する法律」第２条の

２（基本理念）において、２０５０年までの脱炭素社会の実現を旨として地球

温暖化対策を推進することを明記し、２０２１年１０月２２日に閣議決定され

た地球温暖化対策計画において、２０３０年度に温室効果ガスを２０１３年度

比で４６％の削減を目指すことを表明したが、２０２１年度の温室効果ガス排

出量は、２０１３年度比２０．３％の削減にとどまっている。 

また、日本は、第６次エネルギー基本計画において、２０３０年度の電源構

成に占める原子力の割合を２０％としており、依然として原子力発電に依存し

たままである。また、石炭火力の割合を１９％とし、火力発電における水素・

アンモニア混焼及びＣＣＳ（発生したＣＯ２を回収し地中に貯留する仕組み）

の利用を火力発電からのＣＯ２排出削減対策として位置付け、石炭火力の早期

廃止に消極的である。 

しかし、世界でも類を見ない地震大国である日本で原子力発電を続けること

は、福島第一原発事故で明らかになったように、地域や故郷を喪失させるほど

の事故のリスクを抱えることになる上、いまだに処理のめどが立たない使用済

み核燃料（高レベル放射性廃棄物）を増やしていくことになり、持続性がない。

また、石炭火力発電所からのＣＯ２排出量は莫大であり、早急な削減が必要で

あるところ、ＣＣＳは日本国内に適地がなく、非常に高価となる上、それだけ

の量を海上輸送することも現実的ではない。水素・アンモニア混焼も高コスト

になるため、持続性がない。 

よって、原子力発電及び火力発電から再生可能エネルギーへの転換を促進し

ていくことが必要であり、そのためには、電力供給システムの抜本的改革が必

要である。さらに、化石燃料依存から脱却するためには、炭素税や排出量取引

制度等のカーボンプライシングの導入が必須である。 
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また、日本では、２０２３年５月に成立した「脱炭素成長型経済構造への円

滑な移行の推進に関する法律」（ＧＸ型経済移行推進法）において、火力発電所

における水素・アンモニア混焼及びＣＣＳや小型原子炉の開発等、民間投資が

期待できない分野について先行投資として脱炭素成長型経済構造移行債（ＧＸ

経済移行債：温室効果ガスの排出量実質ゼロを実現するために発行される国債）

をもって支援することとし、成長志向型カーボンプライシングと称して、２０

２８年度から化石燃料輸入事業者等に化石燃料賦課金を課すとしているが、そ

の徴収の開始時期は遅く、徴収金額も低い。２０２４年には、自主参加型の排

出量取引制度が開始したが、ＣＯ２排出枠の有償割当は、２０３３年から発電

事業者に対して、一部のみ予定されているに過ぎない。 

以上のように、日本は、石炭火力発電の維持を続ける方針であるが、他方、

ヨーロッパでは、ベルギー・スウェーデン・ポルトガル等は既に廃止が完了し

ている。また、２０２２年７月時点において、イタリア・アイルランド等は２

０２５年までに、オランダ・スペイン等は２０３０年までに廃止する目標を設

定しており、日本における脱炭素に向けた政策は、極めて不十分である。 

さらに、２０２４年５月に「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための

低炭素水素等の供給及び利用の促進に関する法律」（水素社会推進法）及び「二

酸化炭素の貯留事業に関する法律」（ＣＣＳ事業法）が成立した。これらは、高

コストの水素・アンモニア製造に係る資金を提供し、海外からの輸送及び貯蔵

の施設の整備費用を１５年間にわたって支援する法律であり、第６次エネルギ

ー基本計画の方針が強化された。他方で、第６次エネルギー基本計画では、２

０３０年度の電源構成として、再生可能エネルギー（太陽光・風力・地熱・水

力・バイオマス）の割合を３６～３８％にすることを目指すとしている。 

しかし、この目標は、再生可能エネルギーの設備容量を現在から１．６～１．

７倍増加させる程度である。この点も、ヨーロッパでは、２０２１年時点で、

スペイン・イギリス・ドイツが発電量の４０％以上を、スカンジナビア諸国・

アイスランド等は発電量の８０％以上を再生可能エネルギーとしており、ヨー

ロッパ全体でも２０３０年までに発電量の６５％以上を再生可能エネルギーと

することを目指していることと比べて、不十分と言わざるを得ない。 

特に化石燃料資源に乏しく、毎年、化石燃料の輸入に多額のコストをかけて

きた日本にとって、国内のエネルギー源である再生可能エネルギーを拡大する

ことは、化石燃料の輸入コストの削減と日本のエネルギー安全保障の確立のた

めにも重要である。 

他方で、送電網への接続において、いまだ先着優先ルールが適用されるため
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既存の発電設備に劣後し、過大な接続負担金を課せられること等が再生可能エ

ネルギー発電事業の普及の障壁となっている。また、再生可能エネルギー発電

所に対する出力抑制・出力制御も増加している。他方で、森林や原野等では、

その環境を保全する制度が不十分又は欠落しているため乱開発が進められ、地

域住民との紛争も増加している。 

このように、再生可能エネルギーの拡大には多くの障壁が立ちはだかってい

るのが現状であり、地域社会の持続可能な発展と整合しながら、積極的に推進

するためには、多くの制度整備の課題に取り組まなければならない。 

４ 当連合会の取組 

   当連合会は、１９９７年８月付け「地球温暖化防止のための日弁連提言」、２

００９年５月８日付け「気候変動／地球温暖化対策法（仮称）の制定及び基本

的内容についての提言」、２００９年１１月の第５２回人権擁護大会における

「地球温暖化の危険から将来世代を守る宣言」、２０２１年６月１８日付け「原

子力に依存しない２０５０年脱炭素の実現に向けての意見書」、同年１０月の

第６３回人権擁護大会における「気候危機を回避して持続可能な社会の実現を

目指す宣言」及び２０２２年９月の第６４回人権擁護大会における「高レベル

放射性廃棄物の地層処分方針を見直し、将来世代に対し責任を持てる持続可能

な社会の実現を求める決議」等において、気候危機は重大な人権問題であると

指摘してきた。 

その上で、２０５０年までに脱炭素を実現するための道筋として、２０３０

年までに温室効果ガスの排出量を１９９０年比で５０％（２０１３年比５５％）

以上削減し、電力供給における再生可能エネルギーの割合を５０％以上とする

目標を設定すること、建築物の高断熱・高気密化等、あらゆる需要部門でのエ

ネルギー消費の削減、発電時に排出される熱を回収して、給湯や暖房等に利用

する熱電併給システム（コージェネレーション）等のエネルギー利用の高効率

化を推進する施策を強化し、エネルギー消費量を大幅に削減すること、２０５

０年までに電力供給における再生可能エネルギーの割合を１００％とすること

を目指すこと等、繰り返し気候変動対策について、再生可能エネルギーを拡大

し、気候変動による気候危機を回避するよう提言し続けてきた。 

   本決議は、これまでの提言に続き、気候危機による深刻な人権侵害を防ぐた

めに、地球環境の保全と地域社会の持続的発展に資する再生可能エネルギーの

普及・拡大を目指すものである。 

 

第２ 温室効果ガスの排出実質ゼロに向けた取組 
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１ 炭素税の大幅拡大等を含むカーボンプライシングの推進 

温室効果ガスの排出削減のためには、炭素税・排出量取引制度等のカーボン

プライシングを一層進めることが重要である。カーボンプライシングとは、Ｃ

Ｏ２に価格を付け、企業や個人がＣＯ２の排出にコストを負うことで、ＣＯ２

の排出削減を促す施策を指し、主な施策としては化石燃料の使用に伴うＣＯ２

排出量に応じて課税する「環境税（炭素税）」、大規模排出事業者やその事業所

ごとにＣＯ２の排出量に上限を設け、超過分及び不足分を取引する「国内排出

量取引制度」がある。このようなカーボンプライシングの導入・強化は、脱炭

素とエネルギー消費の高効率化のための経済的インセンティブとして有効であ

る。カーボンプライシングを積極的に導入してきた国では、炭素生産性（ＣＯ

２の排出量当たりのＧＤＰ）を高め、脱炭素経済へと移行させる役割が確認さ

れている。さらに、脱炭素に向かう投資を活性化させる役割もある。 

当連合会も、カーボンプライシングの導入、強化が必要であることを、２０

１６年４月５日付け「「地球温暖化対策計画（案）」に対する意見書」、２０１８

年６月１５日付け「パリ協定と整合したエネルギー基本計画の策定を求める意

見書」及び２０１９年１月１８日付け「長期低排出発展戦略の策定に関する意

見書」等で重ねて指摘してきた。 

日本は、「地球温暖化対策のための税」を２０１２年に導入したが、税率がＣ

Ｏ２排出量１トン当たり２８９円にとどまっている。他方、スウェーデンでは、

ＣＯ２排出量１トン当たり約１万９０００円、スイスでは約１万６０００円、

フィンランドでは約８０００円、フランスでは約６０００円、イギリスでは約

３０００円、その他のヨーロッパ諸国では１０００円を上回るところがほとん

どで、２０３０年までに１万円前後までにする予定とされている。 

それと比較すると日本の税率は、６０分の１から１０分の１ほどであって、

発電コストとして０.３円／ｋＷｈにしかならず、ＣＯ２の排出について有効

な価格付けとなっていない。したがって、日本においても、地球温暖化対策税

について、ＣＯ２を排出する石炭火力発電事業者等に対して、税率をＣＯ２排

出量１トン当たり３０００円以上とし、２０３０年までに１万円以上とするこ

と等を検討すべきである。 

 排出量取引制度については、既に韓国や中国でも導入されている制度である

が、日本では導入に至っていない。日本においても、自主参加型ではなく、義

務参加型の国内排出量取引制度（キャップ・アンド・トレード方式：発電所や

一定規模の排出量を有する大規模工場等には、直接排出による総量での排出上

限枠を設定して行う排出量取引制度）を速やかに導入した上で、排出上限枠を
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経年的に縮小して排出削減を確保すべきである。 

 そして、以上のようなカーボンプライシングが電力料金に与える影響につい

ては、電力が自由化された状況では、ＣＯ２を排出する石炭火力発電事業者等

が発電するコスト（炭素税含む）が増加しても、燃料費のかからない再生可能

エネルギーの利用が促進されるので、電力料金の上昇には必ずしも結びつかな

いと考えられる。もっとも、万が一、価格上昇が起きた場合には、経済的弱者

に対し十分な救済措置が採られるべきである。 

２ 建築物の高断熱・高気密化推進等によるエネルギー使用量の削減 

 ２０２１年度の環境省の統計によれば、エネルギー起源のＣＯ２の排出量を

「産業」「業務」「家庭」「運輸」「エネルギー転換」の５つの部門別に見ると、

家庭部門は電力配分後で全体の約１６％、業務（事務所等）部門は約１９％を

占めている。そして、家庭と業務（事務所等）で使うエネルギーの大半を占め

るのが冷暖房と給湯である。 

２０２１年１０月の地球温暖化対策計画では、２０３０年のＣＯ２排出目標

を、２０１３年比で家庭部門は６６％削減、業務部門は５１％削減とされ、２

０１６年に定められた同計画と比べ目標が引き上げられている。これは、逆に

言えば、家庭部門と業務部門の削減の余地が極めて大きいこと、そして、その

削減をするだけの技術的な背景が既にあり、かつ、削減が容易であることを示

している。 

その核となるものが、ＺＥＨ（ゼッチ：ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）

である。これは、「外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高効率な設

備システムの導入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実

現した上で、再生可能エネルギー等を導入することにより、年間の一次エネル

ギー消費量の収支がゼロとすることを目指した住宅」と定義されている。また、

これを実現したビル等の建築物が、ＺＥＢ（ゼブ：ネット・ゼロ・エネルギー・

ビル）である。新築の住宅やビルにおいて、既に、ネット・ゼロ・エネルギー

は実現可能であり、家庭部門及び業務（事務所等）部門における主たるエネル

ギー使用量は大幅な削減が可能である。 

これを実現するために最も重要な法制度の一つが、「エネルギーの使用の合

理化に関する法律」（以下「省エネ法」という。）である。省エネ法は、２度の

オイルショックを経て１９７９年に制定・施行され、数度の改正を経て、建築

物の省エネルギー性能（高断熱・高気密）は、徐々に強化が図られてきた。し

かし、これらの基準は、長い間、建築基準において義務化までされたものでは

なかった。その後、２０１７年に大型の建物から徐々に義務化が進み、戸建住
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宅においても、ようやく２０２５年に義務化されることになったものの、その

水準は欧米に比べて相当に低い。 

しかも、前述の省エネルギー性能は、全て設計における性能であるところ、

実際の省エネルギー性能は、施工の良し悪しによって大きく左右される。建物

は、１棟１棟、現場で建築されるものであり、建築の品質確保は、施工の精度

に大きく依存するためである。また、気密性能が高まらないと実際の断熱性能

も高くならない。 

また、既設の学校・体育館・公民館等の公共用建築物の断熱化は遅れており、

早急に高断熱・高気密化を進めることが重要である。エネルギー使用量を大幅

に削減するためには、設計における省エネルギー性能確保の義務化に加えて、

それを確実に実現するための竣工時の気密検査や気密性能についての基準制定

も必要である。 

以上のような建築物の高断熱・高気密化は、電気の使用量等を減少させると

ともに、居住者を熱中症やヒートショックから守る点でも効果が高く、健康に

居住するという人権の保護にもつながる。 

 

第３ 再生可能エネルギーの拡大に向けた方策 

１ 再生可能エネルギー１００％の実現 

(1) 再生可能エネルギー拡大の必要性 

第１の３で指摘したように、これまで日本はエネルギーを化石燃料や原子

力に大きく依存してきた。しかし、ＣＯ２の大きな排出源である化石燃料の

使用を急減させることは気候危機対策の主要な柱であり、世界の潮流からし

ても避けられない。また、世界でも類を見ない地震大国である日本で原子力

発電を続けることは、福島第一原発事故で明らかになったように、地域や故

郷を喪失させるほどの事故のリスクを抱えることになる。再生可能エネルギ

ー発電という環境負荷の極めて低い発電方法が存在する中で、原子力発電に

頼った電力の供給確保を減らしていくことが重要である。 

そのため、再生可能エネルギーを主力電源として推進していく必要がある。

また、それと並行して、全体の消費エネルギーを抑えること及びエネルギー

消費の効率化が重要である。 

一方で、再生可能エネルギーの無秩序な開発は、地域との軋轢をもたらし

ている。その開発をめぐって、地域で深刻な対立が生じるケースも存在し、

地域社会に恩恵をもたらすべき再生可能エネルギー施設が「害悪」となって

しまう事態も生じている。 
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再生可能エネルギーの拡大と地域環境保護は二者択一の問題ではなく、そ

のどちらも等しく重要である。再生可能エネルギーの一層の推進を図るため

にも、地域の環境保全を図る法制度を整備するとともに、住民参加・情報開

示を徹底し、再生可能エネルギーの開発・利用に当たっては、地域社会の持

続的な発展に資するものとして各地域に受け入れられるようにすべきである。 

(2) 発電部門におけるＣＯ２排出量の削減 

ＩＰＣＣ第６次統合報告書によれば、パリ協定の定めた１．５℃目標に整

合させるには、２０３０年までに、ＣＯ２排出量を２０１９年と比べて４８％

削減する必要がある。 

日本国内で排出されるＣＯ２全体の約４割（年間約４億トン）が、電力部

門からの排出であり、その大部分を火力発電による排出が占めている。そこ

で、ＣＯ２排出量が著しく少ない再生可能エネルギーへの転換を実現するこ

とにより、電力部門は２０３０年までにＣＯ２排出量を産業部門よりも多く

削減することが可能となる。 

削減目標達成のためには、発電電力量に占める再生可能エネルギー電気の

割合を２０３０年までに５０％以上とすることが急務である。 

そして、脱炭素社会実現のためにも、また、日本のエネルギー自給率を高

めていくためにも、国内で必要なエネルギーを全て再生可能エネルギーで賄

うことが望ましい。 

したがって、まず火力発電は廃止を前提に減らし、再生可能エネルギーに

転換を図っていくことが重要である。 

  (3) 再生可能エネルギー１００％の実現可能性と発電コスト 

環境省が公表している、「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」

の試算では、日本には現在の電力供給量の最大２倍という十分なポテンシャ

ルが存在するとしている。 

そして、近年、世界においては再生可能エネルギーの発電コストが劇的に

低下してきている。再生可能エネルギーの普及と持続可能な利用を促進する

ことを目的とした国際機関である国際再生可能エネルギー機関（ＩＲＥＮＡ）

が公表した「Renewable Power Generation Costs in ２０２２」によれば、

現状では、世界の多くの地域では太陽光及び風力といった再生可能エネルギ

ーが最もコストの低い発電技術とされている。 

このような再生可能エネルギーの劇的なコスト低下の動きを受けて、日本

の電力部門における再生可能エネルギーの拡大とコストの低下に関して、ロ

ーレンス・バークレー国立研究所（米エネルギー省の研究機関）が２０２３
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年３月に公表した研究報告、「レポート２０３０：グリーン・リカバリーと２

０５０年カーボン・ニュートラルを実現する２０３０年までのロードマップ」

（未来のためのエネルギー転換研究グループ）、「脱炭素の日本への自然エネ

ルギー１００％戦略」（公益財団法人自然エネルギー財団）（以下「自然エネ

ルギー財団報告」という。）、「脱炭素社会に向けた２０５０年ゼロシナリオ」

（公益財団法人世界自然保護基金ジャパン（ＷＷＦＪ）（以下「ＷＷＦ報告」

という。）等、複数の研究報告が公表され、電力需要を再生可能エネルギーで

１００％賄うことが可能であることが十分な科学的根拠をもって示されてい

る。 

これらの研究報告では、太陽光発電や風力発電、蓄電池のコスト低下等に

よって、ＬＮＧ（液化天然ガス）火力発電所の新設や石炭火力発電所の稼働

を想定せずとも、電力コストを低減できる上、化石燃料の輸入費用を減少さ

せることができ、エネルギー安全保障を強化できること等が示されている。 

また、石炭火力発電や原子力発電は、太陽光発電や風力発電に対するコス

ト上の優位性を持たないことが明らかとなっている。再生可能エネルギー発

電の低コスト化が進むことで、電力全体のコストが下がり、運輸・産業等で

の電化を一層促進する原動力となっていくと考えられる。 

さらに、前記の自然エネルギー財団報告及びＷＷＦ報告では、全てのエネ

ルギー消費を再生可能エネルギーで賄うことについても、実現可能であるこ

とが示されている。国はその方策について積極的に示すべきである。 

  (4) 「柔軟性の高い電力需給システム」の構築 

他方で、再生可能エネルギーの拡大に関しては、太陽光発電や風力発電の

発電量の変動性から、電力需給がひっ迫し安定供給に支障が生じるとの懸念

が指摘されることがある。しかし、再生可能エネルギー拡大に適した「柔軟

性の高い電力需給システム」の構築を推進することで、変動性再生可能エネ

ルギー発電（以下「ＶＲＥ発電」という。）が全発電量の４０％～５０％とな

っても、安定供給に問題が生じないことは、国際エネルギー機関（ＩＥＡ）

の「Status of Power System Transformation ２０１８ Advanced Power 

Plant Flexibility」で検証されている上、２０２３年のスペイン及びドイツ

の例でも実証されている。 

米国では２０３５年に発電の脱炭素化を、ドイツでは２０３０年に電力消

費量の８０％以上を再生可能エネルギーとし、２０３５年に１００％再生可

能エネルギーとすることを目指しており、実際に早期に電力部門の再生可能

エネルギー１００％を目指している国も存在する。 
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２ 環境保全制度の整備、地域経済循環、住民参加と情報開示の実現 

(1) 環境保全制度の整備 

太陽光や風力等の再生可能エネルギーは、地形、気候を始めとする自然的

な諸条件により生み出されるという性質上、属地的であり、地域の財産であ

る。水や温泉、鉱石、農林水産等の自然由来の資源と同様に、生み出された

エネルギーは、その地域で暮らす住民の生活、産業等諸活動に優先的に利用

されるべきである。また、法制度上、地域の在り方は地域住民が決めるとい

う仕組みは、憲法の地方自治の観点からも当然である。 

しかし、森林や湿地、身近な里地里山等の自然環境・生活環境を保全する

制度が極めて不十分又は欠落している。そのため、山地を含む森林や湿地、

身近な里地里山等において、土砂災害を誘発しかねないような土地の改変や

地域景観の破壊をもたらすような形での大規模な再生可能エネルギー発電事

業が、外部の事業者によって行われ、紛争が生じる事例が各地で頻発してい

る。山林の斜面を削って設置される大規模な太陽光発電設備は、森林を破壊

し、動植物の生息環境に影響を与え、土砂崩れや洪水の拡大という問題も生

じている。 

陸上風力発電の適地とされている山の尾根筋等は、森林の中でも特に保護

が重要視され、林道開通のための伐採に伴う森林破壊や災害の危険、バード

ストライクや景観問題を指摘する反対運動により、計画された事業が頓挫し

ている例も見られる。 

また、洋上風力発電においても、一般海域において離岸距離数キロメート

ル以内と極めて地域住民の生活圏に近い距離に着床式による大量の風力発電

機を設置する計画は、地域住民の低周波騒音等の健康被害や漁業への影響が

懸念されている。 

このような状況の改善は急務であり、まずもって、森林や湿地、身近な里

地里山等、自然環境・生活環境を保全するための法制度を整備する必要があ

る。また、現時点ではほとんど存在しない、住民参加と徹底した情報開示を

保障する制度を構築する必要がある。 

さらに、発電事業者が事業を放置して原状回復しない事例もあることから、

発電事業者に資力要件を課したり、原状回復費用の積立て等の措置を取らせ

るなど、発電事業者が責任を持って事業を遂行することを担保する制度を整

備する必要がある。 

  (2) 地域経済循環、住民参加、情報開示 

前述のとおり、再生可能エネルギーは地域の財産であり、エネルギーを地
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産地消することで、地域の経済循環及び地域活性化にも貢献する。 

そこで、地域の諸活動において主導的な役割を果たすべき地方公共団体は、

再生可能エネルギーの利用が地球温暖化対策や地域の自立に資することを認

識し、地域住民の早期参加を軸に、環境省が推進する「地域脱炭素事業」等

の再生可能エネルギー発電事業に関する施策を実施すべきである。その際、

必要な情報を積極的に収集し、地域住民にその情報を開示すべきである。 

また、国も、地域住民や地域事業者が地域における再生可能エネルギーに

よる発電事業等に関与できるよう、地方公共団体による事業に対する住民及

び地域事業者の早期参加を確保できる制度を整備し、十分な情報提供支援を

行うべきである。 

住民参加制度の設計に当たっては、制度が形骸化しないよう、十分なコミ

ュニケーションを確保すべく、参加住民への情報開示が必要不可欠であり、

その情報開示に際しては、自然的条件や地域に及ぼす影響等に関する十分な

調査や、既存事業者からの情報開示を始め、国による情報収集が必要である。

国はそのような情報収集、情報開示の制度についても、適切に整備すべきで

ある。 

３ 太陽光発電及び風力発電の増設の重要性 

 (1) 水力発電、地熱発電、バイオマス発電等について 

再生可能エネルギーには、水力、太陽光、風力、地熱、バイオマス等が存

在し、それぞれを進めることが重要である。 

しかし、まず、水力について見ると、大規模な水力発電開発は環境への影

響が大きく今後の新規開発は困難であり、他方、中小規模の水力発電は、水

利権問題等の調整を要する課題が多い上、開発コスト・時間に比べ、得られ

る電力が少ない。また、地熱発電は、安定した出力が得られる点がメリット

だが、開発コストが高い上、開発対象地が自然公園として保護されている場

所が多いといった問題点がある。さらに、バイオマス発電は、必要とされる

資源量の確保が容易でなく、一部では木質資源を得るための乱開発が問題と

なっている事例もある。畜産バイオマス発電は、点在している資源の集約と

発生させたガスの供給手段の確保の問題がある。 

また、環境省「令和元年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情

報等の整備・公開等に関する委託業務報告書」（以下「環境省令和元年度ポテ

ンシャル報告」という。）では、中小規模の水力発電及び地熱発電のポテンシ

ャルは、いずれも、設備容量で８ＧＷ強、発電量にして５００億ｋＷｈ強で

ある。 

17/70



 
 

もちろん、中小規模の水力発電・地熱発電・バイオマス発電等の再生可能

エネルギーも、一定の役割を果たすことが期待されることから、更なる普及・

拡大を図っていくことが必要である。また、潮流発電等を始め、新たな技術

の開発によって、再生可能エネルギーを拡大していくことも考えなければな

らない。 
(2) 太陽光発電及び風力発電について 

他方、屋根置きの太陽光発電は、法規制上の問題が生じる可能性は少なく、

設置も短期ででき、早期に増設させることが可能である。現に、ウクライナ

危機以降、エネルギー価格が高騰したドイツでは、２０２３年の１年間で、

１０ＧＷの設備容量の屋根置きの太陽光発電を増設した。 

また、再生利用が困難な荒廃した耕作放棄地等の農地における、野立ての

太陽光発電も、設置コストが安く、設置時間が短いので、早期に再生可能エ

ネルギー発電を増やすためには効果的である。 

環境省の「令和３年度再エネ導入ポテンシャルに係る情報活用及び提供方

策検討等調査委託業務報告書」（以下「環境省令和３年度ポテンシャル報告」

という。）によれば、太陽光発電全体のポテンシャルは、設備容量にして、１

４６７ＧＷ、発電量にして１兆８７５９億ｋＷｈと大きい。 

風力発電は、設置コストも設置期間もそれなりに要するが、得られる電力

量が多く、安く電力を供給できる可能性があり、有力な候補である。太陽光

発電がされない夜間や発電量が低くなる冬場において発電できるという利点

も大きい。ポテンシャルも大きく、前記の環境省令和３年度ポテンシャル報

告（陸上風力）及び環境省令和元年度ポテンシャル報告（洋上風力）によれ

ば、ポテンシャルは、設備容量にして、１６０４ＧＷ、発電量にして３兆９

９１６億ｋＷｈと大きい。 

(3) 小括 

そこで、２０３０年までの短期でみると、太陽光発電が重要であり、その

先を考えると、洋上等の生活圏から遠く離れた場所（沿岸から１０キロメー

トル以上離れた場所等）での浮体式洋上風力等の拡大が重要である。 

 ４ 太陽光及び風力発電所の適地を選択する制度の導入 

(1) 区域指定の制度（ゾーニング）の必要性 

太陽光及び風力は地域の資源であり、地方公共団体が主体的にその活用を

図るべきものであるが、現行制度の下では、施設の設置場所の選定が事業者

に委ねられている。そのため、事業者は、農地等の法規制が存在する場所を

回避し、山地や森林や湿地、身近な里地里山等の保全制度が不十分又は欠落
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している場所を選択し、紛争が生じる事例が各地で頻発している。 

保存すべき地域での開発を抑制し、無用な紛争を防ぎ、他方、必要な再生

可能エネルギーの導入を進めるため、地方公共団体により太陽光発電及び風

力発電が導入できる場所（促進区域）と導入すべきでない場所（保全地区）

を明確にするための区域指定の制度（ゾーニング）が必要である。 

こうした制度は、事業者にとっても事業の見通しを確保することになり、

参画促進にもつながる。 

ゾーニングの前提として、地域のエネルギー自立を実現する観点とともに、

気候危機による深刻な人権侵害を防ぐため、再生可能エネルギーのポテンシ

ャルを踏まえ、導入目標及び導入量を明確にする必要がある。そのために必

要な情報は、地方公共団体が主体的に収集すべきであり、国も必要な情報を

地方公共団体に提供すべきである。 

その上で、地方公共団体が主体となって、地域住民の参画の下、地域での

生活や自然環境に対する悪影響を最小限に抑えつつ、発電設備を設置するこ

とができる適地を選定することが求められる。 

(2) 放置されたままの農地及び生活圏から遠く離れた場所について 

また、現在、放置されたままの農地が増加している。地方公共団体が発電

所の適地を選別し、放置された土地を太陽光発電及び風力発電事業に生かし、

同時に、その土地の保全維持及び将来の原状回復を事業者に課すことは、農

地をめぐる問題を解決し、日本の農業を維持・再生していくという観点から

も重要である。 

さらに、国は、沿岸から離れた遠洋での浮体式による洋上風力発電等、生

活圏から遠く離れた場所での発電事業については、少なくとも健康影響はな

いと考えられるため、環境影響評価を適切に実施することを前提に前向きに

検討すべきである。 

５ 太陽光発電のための農地利用の法制度の改善 

(1) 農地における太陽光発電の導入ポテンシャル 

公益財団法人自然エネルギー財団の調査結果によると、太陽光発電につい

ては、森林や原野等での開発を中止しても、耕作放棄地のうち１５％を活用

した太陽光発電や住宅・建築物の屋根置きの太陽光発電のほか、使用されな

くなった又は今後使用されなくなるゴルフ場を活用した太陽光発電を着実に

増やしていけば、２０３０年までに、太陽光発電の設備容量を３倍以上に増

やすことが可能であるとされている。 

耕作放棄地とは、農家等への耕作意思の調査の結果、「以前耕作していた土
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地で、過去１年以上作物を作付け（栽培）せず、この数年の間に再び作付け

する意思のない土地」である。耕作放棄地は、日本中に数多く存在し、その

面積は、２０１５年時点において、４２万３千ヘクタールとされている。そ

のうち、荒廃農地（現に耕作されておらず、耕作の放棄により荒廃し、通常

の農作業では作物の栽培が客観的に不可能となっている農地）かつ、再生利

用が困難と見込まれるものが１９万２千ヘクタールである。 

前記環境省令和３年度ポテンシャル報告によれば、太陽光発電の導入ポテ

ンシャル（設備容量）は、建物の屋根置きのもので約４５５ＧＷ、荒廃農地

のうちの再生利用が困難と見込まれる荒廃農地の活用だけで約２１２ＧＷあ

り、ほかに営農型太陽光発電（農地の上部空間に太陽光パネルを設置し、農

業を継続しながら発電を行うこと）の可能性も約８００ＧＷあるとされてい

る。なお、日本全体の２０２２年度の電力設備容量は、約３１８ＧＷであり、

これを大幅に上回っている。 

公益財団法人自然エネルギー財団は、耕作放棄地のうち１５％（６万３千

ヘクタール）とその他荒廃農地１万２千ヘクタールの合計７万５千ヘクター

ルにおいて太陽光発電を整備することで、６２．９ＧＷの設備容量を増やす

ことが可能であると試算している。全農地は約４４０万ヘクタールであり、

７万５千ヘクタールに太陽光発電を整備しても、全農地の１．７％に過ぎな

い。 

(2) 農地転用規制についての制度改革の必要性 

ところが、再生利用が困難な荒廃した耕作放棄地についても、農業振興地

域に当たる場合には、非農地判断を経ない限り、法制度上転用が認められな

いとされている上、非農地判断が必ずしも適切にされず、そうでない場合で

も、各地域の農業委員会の判断により、農地の保護を理由として、農地転用

が認められにくい現状がある。 

しかし、再生利用が困難な荒廃した耕作放棄地は、手入れが困難になって

おり、背の高い雑草や灌木等が生い茂ったり、害虫が繁殖したりしている状

態である。灌木が生い茂ると水田としての復帰が困難となる上、雑草の繁茂

や害虫の繁殖は、周辺農地での農業活動に有害な影響を与える。 

そうした状態となっている土地を太陽光発電用地や営農型太陽光発電用地

として利用し、維持管理することは、周辺農地の保護にも資するものである。

太陽光パネルの下部の土地を適切に維持管理すること及び廃止時の農地利用

可能な状態への回復を義務付ければ、農地を荒廃した状態のままにしている

場合と比べ、後に耕作を再開することも容易にすると考えられる。 

20/70



 
 

また、耕作放棄地を上記のような形で太陽光発電の用地として活用できれ

ば、農業従事者の収入の下支えにもなり、農業の再生・維持にも貢献するも

のとなる。 

したがって、農地転用規制やその運用等を見直し、耕作放棄地である農地

の転用許可について、非農地判断の迅速化や農用地区域からの除外、転用許

可手続が円滑に行われるよう制度を改革し、また、農地法の柔軟かつ適切な

運用に向けてその周知徹底を図っていく必要がある。 

  (3) 営農型太陽光発電について 

また、営農型太陽光発電は太陽光発電による収入によって、農家の収入の

下支えをしつつ、農業振興を図ることができる制度であり、その設備容量は

着実に増加傾向にある。 

しかし、そのポテンシャル及び利点に比して、現状での導入量は極めて少

ない。その背景には、営農型太陽光発電を積極的に導入・活用できるだけの

制度上の整備がなされていない点がある。 

営農型太陽光発電設備の設置に係る農地の一時転用許可の条件は厳しく、

単収要件（単位面積当たりの収穫高）の充足が求められる場合には、これを

毎年充足するだけの収量を確保しなければならない上、その要件充足性も農

業委員会による判断にばらつきがある。 

一時転用許可の期間も３年ないし１０年と、太陽光発電の事業期間に比し

て短く設定されている。また、農地法上の申請における農業委員会の判断も

画一的とは言い難く、事前相談等に時間もかかるのが現状である。 

よって、営農型太陽光発電を積極的に進めるための制度を創設する必要が

ある。 

  (4) 小括 

このように地域に分散するエネルギー資源として、荒廃した耕作放棄地の

活用や営農型太陽光発電を促進するため、地方公共団体が地域の実情に応じ

た土地の活用を図ることを可能とすべきであり、その取組を推進していくこ

とで、住民による地域作りや地域資源の有効活用につながる。 

６ 建物の屋根置きの太陽光発電の促進 

前記環境省令和３年度ポテンシャル報告によれば、太陽光発電の導入ポテン

シャルは、建物の屋根置きのもので、設備容量は約４５５ＧＷ、年間発電量は

５９８５億３２００万ｋＷｈである。また、屋根置きの太陽光パネルは短期に

設置が可能であり、エネルギーの主な消費地である都市部において、エネルギ

ーの自給を進めるためにも、屋根置きの太陽光発電の促進が必要である。 
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屋根置きの太陽光発電の促進のためには、東京都が行っているように、大規

模建築物設置者に対しては、高い省エネルギー性能や太陽光発電設置を求め、

さらに、戸建住宅を含む中小規模建築物についても、多数の住宅を供給する事

業者に対し、新築住宅等への太陽光パネル設置を義務付ける制度等がある。こ

の制度は、日照条件の悪い住宅等については柔軟な対応を認め、供給する建物

全体で基準を満たせばいいとし、さらに、補助金等を活用して、個人の消費者

の負担を減らすことができる仕組みとしている。同様の制度は、京都府、京都

市、群馬県、川崎市等でも導入されている。しかしながら、２０２３年の新設

住宅着工戸数は約８２万戸に過ぎないため、既存の建物への太陽光発電の設置

も考えるべきである。その取組を進めるためには、まず既存の公共用建築物へ

の設置を地方自治体が主体となって進めることが必要である。 

７ 柔軟性の高い電力需給システムの構築と地産地消を促進させる制度の整備 

  (1) 柔軟性の高い電力需給システムの構築による電力供給の安定 

   再生可能エネルギーを拡大する方向性に反し、送電網への接続拒否によっ

て再生可能エネルギー電気の受入れが拒まれたり、接続が認められても新規

の電力系統（電力供給システム）接続の際に多額の費用負担が求められたり、

あるいは、出力抑制することで再生可能エネルギーによって電気として発電

されたものの相当量が売却できず、再生可能エネルギーによる電気の発電が

進まない現状がある。 

   その背景として、太陽光発電や風力発電等のＶＲＥ発電が一定量以上増え

ると、電力供給が不安定化するとして、再生可能エネルギー発電の発電容量

を一定限度に抑えようとする議論がある。 

しかし、ＶＲＥ発電も広域でみれば決して不安定なものではない。電力系

統の柔軟性が確保されれば、ＶＲＥ発電だけで、総電力需要の４０～５０％

までを賄うこと（現状の約３倍強）は十分に可能であるとされている。 

 そのためには、変動する電気需要と変動する再生可能エネルギー発電に対

応できる電力供給システムを増加させること（電力系統の柔軟性を増加させ

ること）が重要である。電力系統の柔軟性を増加させるためには、①貯水池

式水力発電、ガスタービン等を活用した熱電併給（コージェネレーション）、

天然ガス発電等の調整可能な電源の整備、②給湯器等を活用した熱貯蔵、揚

水発電、電気自動車の活用を含む蓄電池の増強及び活用等のエネルギー貯蔵、

③連系線の整備、④節電した需要家に経済的インセンティブを与える仕組み

（ネガワット取引等）を含むデマンドレスポンス（需要変動に応じた需要の

調整を需要家への経済的インセンティブを用いて図る仕組み）等の市場を利
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用した需要調整の推進が必要である。 

 日本においては、太陽光発電を増強すると、夏場の一番暑い時でも昼間は

電力が余るため、それを蓄電する蓄電池（②蓄エネルギー）が必要となる。

また、風力発電については、資源の所在が、北海道と東北に偏っているので、

北海道と本州等とで異なる電力システム間を結ぶ送電設備の強化（③連系線

の整備）が必要である。 

 また、夏場・冬場の急激な高温・低温への対応については、建築物の高断

熱・高気密化の推進による需要抑制によってピークカットをし、さらに、④

で挙げたデマンドレスポンスによって、効率的に対処できる。 

 (2) 既存送電網への再生可能エネルギーの優先接続の確保、送配電網の整備、

出力制御 

 また、電力系統への接続ルールを、従来の先着優先ルールからメリットオ

ーダールール（追加の１ｋＷｈを発電するために係る費用（限界費用）や環

境価値、電力系統安定コストも含めて社会的コストを低い順に並べるルール）

に転換して、既存送電網への再生可能エネルギーの優先接続を確保する必要

がある。 

 それと同時に、送配電網は社会のインフラというべきものであり、道路や

鉄道と同様に、地域分散型電源である再生可能エネルギーの特性に対応した

長期的な整備計画を立て、その費用を社会全体が負担して拡大・整備をして

いくこととし、新規の電力系統接続の際の増強費用を、電力系統接続を希望

する事業者の負担とさせないことが必要である。 

    出力制御については、発電の際の限界費用が少ないＶＲＥ発電については、

優先的に販売が認められるべきである。他方、下方への瞬時の出力調整が困

難で、かつ、急激な需要対応も困難な発電（原子力発電・石炭火力発電）は

廃止を前提に減らしていくべきである。 

 (3) 再生可能エネルギーの地産地消に資する電力システム 

 さらに、再生可能エネルギー電気の地産地消を促進するに際し、遠方から

消費地に電気を送る場合と同じ額の送配電費用を徴収され、地産地消のメリ

ットが生じにくくなっている。これに対して、距離に応じた送配電費用を設

定する等、地域社会で創出した再生可能エネルギーを地域社会で消費する場

合には安くなる仕組みを作る等、地方での再生可能エネルギー発電をその地

域の利益につなげる仕組みを構築すべきである。 

 

第４ 結語 

23/70



 
 

気候危機は、人類によってもたらされた人災であり、人々の生命・健康を侵害

し、生存基盤を破壊する重大な人権問題である。気候危機による人権侵害は、世

界各地で既に現実化しており、現在世代がその危険性に直接さらされることはも

ちろん、現在世代が放置するならば将来世代に対して生存の危機に至る甚大な被

害を負わせることになる。そのような危険な気候変動による深刻な人権侵害を防

ぐためには、温室効果ガス、とりわけ温暖化に最も影響を与えているＣＯ２の排

出を大幅に削減し、再生可能エネルギーに転換していくことが不可欠である。 

その点、日本における取組は、ヨーロッパ等における取組に比較し、石炭火力

発電の廃止や再生可能エネルギーの拡大、建築物の断熱化推進、電力システムの

改革等、様々な点で遅れている。加えて、日本の一人当たりのＣＯ２排出量は、

世界平均の倍程度のままである。 

したがって、日本において、社会全体が人権保護として再生可能エネルギーを

選択し、飛躍的に拡大することが必要であり、制度的障壁を除去するとともに、

地域社会の再生可能エネルギーの導入ポテンシャルを生かし、これらが地域社会

にとって付加価値をもたらすという認識を広げ、世界において責任ある役割を果

たしていくことが必要である。国及び地方公共団体は、将来世代の人権に配慮し

た気候変動政策として、再生可能エネルギーの拡大と地域環境の保護が両立する

社会を目指すべきである。また、市民も建物の高断熱・高気密化や屋根置きの太

陽光発電の導入等に取り組む必要がある。 

当連合会は、気候危機による深刻な人権侵害を防ぎ、再生可能エネルギーの一

層の推進を図るためにも、再生可能エネルギーが地域の持続的な発展に資するも

のとして各地域に受け入れられるよう、本決議の実現のために、今後も全力を挙

げて取り組む決意である。 
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生物多様性の保全と持続可能な自律した地域社会の実

現を求める決議

地球上の全ての生物は，様々な個性を持ち，食物連鎖や花粉を運ぶ昆虫と植物の

共生など，つながりあい，直接間接に支えあって生きている。生物多様性とは，こ

うした生物の豊かな個性とそのつながりをいう。生物多様性は，様々な恵みを私た

ちにもたらしており，その保全は，私たちが生存するために不可欠である。

ところが，生物多様性は，開発による生息地の破壊や分断・乱獲，人の手が入ら

なくなったことによる里山などの劣化，外来種や化学物質による生態系の撹乱，地

球温暖化の進行などにより，危機に瀕している。その危機に対応すべく，１９９２

年の「地球サミット」（ブラジルのリオ・デ・ジャネイロで開催された「環境と開

発に関する国際連合会議」。以下同じ。）において，生物の多様性に関する条約（以

下「生物多様性条約」という。）が採択された。我が国も，１９９３年，同条約を

締結し，また，同年，環境基本法を制定し，その中で生物多様性の保全を重要な指

針の一つと定め，２００８年には，生物多様性基本法を制定するなど法制度の整備

を進めてきた。しかし，依然として生物多様性の危機は進行している。

例えば，我が国最大の湖である琵琶湖では，高度経済成長期以来の工場排水や農

薬，生活排水の流入，１９７２年に始まった総合開発事業などによって，多くの固

有種やヨシ原など古代から育まれてきた豊かな生物の多様性が著しく損なわれた。

その後，滋賀県や多くの市民などによる生物多様性の保全と再生の努力が進められ

ているが，その効果はいまだ限定的である。

したがって，生物多様性の保全を図るために，環境基本法の基本理念にのっとり，

生物多様性基本法の制定の趣旨を踏まえて法制度全体を包括的に見直し，実効性の

ある施策を講じることが必要である。

また，生物多様性の保全のためには，農業や林業の生物多様性保全型への変革，

農業者や林業者などを含む市民の手による自然の適切な管理・利用，地域の再生可

能エネルギー資源の活用などによる自立可能なエネルギー循環の確立が不可欠であ

り，それを支える市民参加型の持続可能な自律した地域社会を構築していかなけれ

ばならない。さらに，開発などによる生物多様性に対する危機を回避するためには，

市民が権利として，生物多様性に関する情報にアクセスし，国や地方公共団体の意

思決定に参画し，かつ環境保全のための司法手続にアクセスできるようにすること

が必要である。１９９８年に国際連合欧州経済委員会で採択され，２００１年に発

効した「環境に関わる，情報の入手，意思決定への公衆参加および司法の利用に関

する条約」（以下「オーフス条約」という。）は，これらの権利を市民に保障する
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ことを各国に求めているが，我が国はいまだ同条約に加入していない。

よって，当連合会は，以下のとおり，国及び地方公共団体に求める。

１ 国及び地方公共団体は以下の立法措置を採ること。

(1) 国及び地方公共団体は，生物多様性に影響を及ぼすおそれのある事項に関わ

る法令を制定するときは，生物多様性の保全について配慮すべき旨の条項を設

け，既存の法令にその旨の規定がないときは，改正してその旨の条項を設ける

こと。

(2) 国は，生物多様性基本法を改正し，生物多様性に影響を及ぼす行為について

は，回避・最小化・代償という順序により影響を緩和する措置を実施すべき旨

の制度（以下「ミティゲーション制度」という。）を設けること。

２ 地方公共団体は，生物多様性を保全し，持続可能な地域社会を実現するため，

単独で又は他の地方公共団体と共同して以下の施策を講じ，国は，それを財政的，

技術的，その他の手法により支援すること。

(1) 地域の生物多様性に関する保全管理計画を策定すること。

(2) 生物多様性を保全する持続可能な農業及び森林管理を促進するため，生物多

様性保全に取り組む農林業者等への直接支払制度の拡充その他の経済的支援及

び税制上の優遇措置を行うこと。

(3) 地球温暖化による生物多様性の減少を抑止するため，市民などによる持続可

能な再生可能エネルギー拡大のための施策を推進すること。

３ 国は，オーフス条約に早期に加入し，以下を実現すること。

(1) 生物多様性に関する情報の公開制度を整備すること。

(2) 生物多様性に影響を及ぼす計画の策定，施策の実施及び評価（監視）に対す

る市民参加を権利として保障する内容の手続規定を整備すること。

(3) 市民が生物多様性保全のための環境訴訟などを提起できるように法整備し，

環境団体が公益訴訟を提起する環境団体訴訟の制度を創設すること。

以上のとおり，決議する。

２０１７年（平成２９年）１０月６日

日 本 弁 護 士 連 合 会
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提 案 理 由

第１ 生物多様性の保全の必要性

地球上には，多様な生き物が存在している。種の数は，判明しているものだけ

で１７５万種，全体では３０００万種（生物多様性国家戦略２０１２－２０２０）

ともいわれている。それらの種は，つながりあい，相互に影響しあって，土壌，

大気，水などの非生物的な環境の中で生態系を創り出している。生物多様性とは，

このような生物の豊かな個性とそのつながりのことをいい，１９９２年の地球サ

ミットで採択された生物多様性条約において文書化された。同条約では，「『生

物の多様性』とは，すべての生物（陸上生態系，海洋その他の水界生態系，これ

らが複合した生態系その他生息又は生育の場のいかんを問わない。）の間の変異

性をいうものとし，種内の多様性，種間の多様性及び生態系の多様性を含む。」

としている（第２条）。

生物の多様性は，食べ物，紙や繊維・ゴム，燃料はもちろん，例えば，熱帯の

森林の生態系に存在する植物や菌などが医薬品となるなど，私たちの生活に欠か

せないものを提供しているが，それに尽きるわけではなく，植物による酸素供給，

森林による水循環のバランス調整や豊かな土壌の形成といった，生存基盤を提供

し，また，地域ごとの景観や文化の育成といった文化的な生活環境の提供，災害

の軽減や土壌流出防止などの生活環境の調整をしている。

このように，生物多様性の保全は，私たちが生存するために不可欠である。

しかし，近代以降，生物資源が乱獲・破壊され，その枯渇が問題となっている。

例えば，干潟が消失すれば水質の浄化作用，多くの水生生物の繁殖場を提供する

機能，シギ・チドリ類などの渡り鳥に餌場を提供する機能，潮干狩りや自然観察

などを通じて人間に食べ物や娯楽を提供する機能などが失われる。また，熱帯雨

林が喪失すれば，熱帯雨林に存在する多様な生物種が失われるほか，森林による

二酸化炭素吸収量が減少して地球温暖化による気候変動にも拍車がかかり，将来

世代への計り知れない影響が危惧される。

当連合会は，第１６回人権擁護大会において，「環境権の確立に関する決議」

（１９７３年８月１８日）を，第２９回人権擁護大会において，「自然保護のた

めの権利の確立に関する宣言」（１９８６年１０月１８日）を，第３９回人権擁

護大会において，「野生生物の保護を求める決議」（１９９６年１０月２５日）

を，そして，第４９回人権擁護大会において，「野生生物との共生のための生物

多様性保全法の制定を求める決議」（２００６年１０月６日）を，それぞれ採択

し，一貫して，自然の恵沢を享有することが人権に含まれることを確認してきた
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ものである。そして，この人権の内容をなすものとして，生物多様性の保全を求

め，琵琶湖に面する大津市で開催される第６０回人権擁護大会で決議をする次第

である。

第２ 生物多様性条約と国内法制度

生物多様性条約は，前記のとおり，１９９２年の地球サミットで採択された。

２０世紀後半の顕著な人口増加や，経済発展に伴い，森林の伐採を始め，過度の

資源利用などにより生態系の健全性が損なわれた結果，特定の生物や場所を保護

することだけでは生物多様性の保全ができなくなった。そこで，生物多様性を包

括的に保全し，生物資源を持続可能な形で利用するための国際的な枠組みとして

成立したのが，同条約である。条約の前文では，生物多様性の保全が人類共通の

関心事であるとされ，生物多様性の保全及び持続可能な利用への配慮が国際社会

のあらゆるレベルで基本原理となる旨がうたわれている。

１９９３年，我が国も同条約を締結し，また，同年，国の環境政策全体の基本

法として環境基本法を施行した。同法は，①健全で恵み豊かな環境の恵沢の享受

と継承（第３条），②環境負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築（第４条），

③国際的協調による地球環境保全の積極的推進（第５条）を基本理念としている。

さらに，国の施策の策定等に係る指針として，「生態系の多様性の確保，野生生

物の種の保存その他の生物の多様性の確保が図られるとともに，森林，農地，水

辺地等における多様な自然環境が地域の自然的社会的条件に応じて体系的に保全

されること」を明記している（第１４条第１項第２号）。

１９９５年には，同条約に基づき，国は，生物多様性の保全と持続可能な利用

に関する国の基本的な計画となる生物多様性国家戦略（以下「国家戦略」という。）

を策定し，２００８年には，生物多様性基本法が施行された。

同法は，生物多様性を保全すると同時に，これを持続可能な方法で利用しよう

とするものであり，生物多様性保全の基本的施策を定めるほか，国による国家戦

略の策定義務を定め（第１１条），国の他の計画において，生物多様性の保全，

利用に関して策定する場合は，国家戦略を基本にするものと定めている（第１２

条第２項）。また，国だけでなく，都道府県及び市町村による生物多様性地域戦

略の策定の努力義務などを規定した（第１３条）。

２０１０年に名古屋で開催された生物多様性条約第１０回締約国会議では，世

界の行動目標として「愛知目標」が定められた。長期目標として，２０５０年ま

でに，人間が「自然と共生する世界」を実現し，短期目標として，２０２０年ま

でに，生物多様性の損失を止めるために，実効的かつ緊急の行動を実施すること

とし，個別目標として，生物多様性の保全と持続可能な利用を，地球規模から身
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近な市民生活のレベルまで，様々な社会経済活動の中に組み込むこと（生物多様

性の主流化），森林を含む自然生息地の損失速度が少なくとも半減，可能な場所

ではゼロに近づけるなど，２０項目を設定している。

２０１２年に策定された国家戦略（２０１２－２０２０）では，愛知目標達成

のための行程表のほか，生物多様性の保全と持続可能な利用の取組を推進してい

くための基本戦略として，「生物多様性を社会に浸透させる」「地域における人

と自然の関係を見直し，再構築する」ことなどをうたっている（第１部第４章第

２節）。

第３ 生物多様性保全配慮義務とミティゲーション制度

１ 生物多様性保全配慮義務

(1) 生物多様性の保全に配慮を欠いた琵琶湖総合開発事業

琵琶湖総合開発事業は，１９７２年に制定された琵琶湖総合開発特別措置

法に基づき，２５年の歳月と約２兆円の費用をかけて行われた。本事案は，

水資源開発と治水及び水質汚濁等の環境悪化対策を目的とした地域整備事業

であり，高水時の琵琶湖沿岸域の洪水被害を防止するため湖岸工事を行い，

水質保全のために下水処理施設を造り，農地の圃場整備，河川の改修工事を

行うとともに，堰による水位操作を行うものとした。しかし，当時は「生物

多様性」という概念さえなく，生物多様性の保全に対する配慮を欠き，在来

の魚類の産卵行動の撹乱を招き，かつて湖岸に多く見られたヨシ原が破壊さ

れるなど，琵琶湖を取り囲むようにして存在していた内湖や近江八景にもな

った琵琶湖の景観は大きく損なわれた。

琵琶湖の水質保全のため，下水道整備事業などもなされたが，成果は上が

らず，１９８６年から湖沼水質保全特別措置法に基づき滋賀県と京都府が策

定した水質保全計画によって，集水域における水質保全施策が行われた。１

９９２年，琵琶湖の水質保全にヨシ群落が果たしている機能の重要性を認識

した滋賀県は，滋賀県琵琶湖のヨシ群落の保全に関する条例を制定し，２０

００年からは琵琶湖総合保全整備計画を策定して，水質保全，水源かん養，

自然的環境・景観保全などに取り組んだ。その結果，富栄養化の原因となる

全リンや全窒素は減少し始めたが，水質汚濁に係る環境基準は，琵琶湖北湖

の全リンを除き未達成である。特に，水質汚濁の程度を示す重要な指標の一

つである化学的酸素要求量（ＣＯＤ）は，琵琶湖全域を通じて環境基準を超

え，悪化傾向を示している。また，植物プランクトンの大量発生によるアオ

コは止まず，在来魚介類の減少に加え，湖底の低酸素化，水草の大量繁茂や

外来動植物の増加といった新たな問題も生じ，琵琶湖の生態系の健全性は著
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しく損なわれたままである。

こうした状況を打開するため，２０１５年，琵琶湖の生態系の保全を目的

に掲げる「琵琶湖の保全及び再生に関する法律」が制定された。同法は，関

係府県の連携，多様な主体の協働をうたい，水質汚濁の防止を始め，琵琶湖

の抱える課題をほぼ網羅したものとなっている。しかし，同法は，琵琶湖の

生態系の保全のほか，琵琶湖の利水・治水も目的の一つに掲げている。この

二つの目的はときに相反することがあり，その両立を図りながら，いかにし

て，琵琶湖の生態系の保全を実現するかが今後の課題になる。

(2) 現行法上の生物多様性配慮義務

生物多様性の保全を法の目的や趣旨に挙げる法律は，「琵琶湖の保全及び

再生に関する法律」のように新しく制定され，又は既存法が改正されて，徐

々に増えてきた。環境基本法（１９９３年制定），生物多様性基本法（２０

０８年制定）のほか，野生生物や生息地の保全・利用に係るものとして，絶

滅のおそれのある野生生物と生息地を保全する「絶滅のおそれのある野生動

植物の種の保存に関する法律」（１９９２年制定），治水・利水に加え，河

川環境の整備と保全を目的とする「河川法」（１９９７年改正），鳥獣や生

息地を保護する「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」（２

００２年改正），自然環境を保全することが特に必要な区域等の生物多様性

を確保することを目的に挙げる「自然環境保全法」（２００９年改正），国

立公園などにおける生物多様性を確保することを目的に挙げる「自然公園法」

（２００９年改正）などがある。

また，外部撹乱要因に係るものとして，人の健康の保護に追加して，生態

系の保護も目的とする「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（２

００３年改正），国際的な協力による生物多様性の確保を目的とする「遺伝

子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」（２

００３年制定），海外から導入される生物による被害を防止し生物多様性の

確保を目的とする「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する

法律」（２００４年制定）などがある。

しかし，法制度の整備はいまだ十分とはいえない。生物多様性に及ぼす影

響が大きい土地利用について，例えば，国土の７０％近くを占める森林につ

いて定める森林法は，地域森林計画の対象となる民有林の開発行為が「森林

の周辺の地域における環境を著しく悪化させるおそれがある」ときは許可さ

れない旨定める（第１０条の２第２項第３号）が，同法が生物多様性の保全

に対する配慮については明言していないため，多くの場合，残地森林の割合

が所定の基準さえ満足すれば許可されてしまう。このように，国土の利用に
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ついて生物多様性の保全に対する配慮を欠く法律は，森林法のほかにも，都

市計画法，農地法，道路法，採石法，砂利採取法など，数多く存在する。

また，生物多様性の撹乱要因の化学物質に係る規制においても，水質汚濁

防止法や農薬取締法，又は肥料取締法など，生物多様性の保全に対し配慮す

べき旨の規定を欠く法律は多い。

(3) 生物多様性配慮義務規定の明記の必要性

自然環境に改変を加える行為，里山や里海の管理放棄，生態系に対する外

部からの撹乱など，生物多様性の保全に係る法令が，十分に生物多様性に配

慮する仕組みを持っていれば，生物多様性への影響は計画的にコントロール

することができる。

各省庁や，地方公共団体の各部署が所管する生物多様性の保全に係る諸法

令において，その保全が目的や理念として明記されれば，それに応じて必要

な法令の改正もなされ，また，行政計画も適切な目標設定がなされ，達成方

法も明確に位置付けられることになる。国土の利用については，各地域の土

地利用計画及び整備計画などにおいて，生物多様性の保全の観点からの規制

の基準や許認可の要件（法令解釈の基準）を設定することなども可能となり，

計画的管理がなされ，生物多様性の保全が可能となる。化学物質の規制につ

いては，統一的な基準で生物多様性に対する化学物質の毒性を評価し，その

輸入，製造や使用，排出を管理することができる。

(4) 小括

したがって，国及び地方公共団体は，生物多様性に影響を及ぼすおそれの

ある事項に関わる法令を新たに制定するときは，当該法令に生物多様性の保

全に配慮すべき旨を規定し，既存の法令にその旨の規定がないときは，当該

法令を改正してその旨を規定することが必要である。

２ ミティゲーション制度の導入

ミティゲーション制度は，生物多様性など環境に影響を及ぼす行為について

は，まず，可能ならば実施しないことで影響を回避する，次に，当該行為の実

施の程度や規模を制限することで影響を最小化する，それも不可能な場合には，

代用の資源や環境で置き換え又はこれらを提供することによって代償するなど

の環境保全措置を実施することをいう。ミティゲーション制度は，生物多様性

を保全するための有効な方法とされており，トータルで生物多様性に対する損

失をゼロにするか，これを上回るものとするという意味を持つ。

欧米諸国では，自然や景観，保護価値の高い貴重な生物や湿地などを保全す

るためにミティゲーション制度を実体的規制法として導入している。原因者負

担の原則に由来するもので，乱開発を抑止し，保全を促進することになる。
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ところで，環境影響評価法では，同法の対象事業を行う事業者が環境影響評

価の一環として環境保全措置を検討することが規定されており（同法第２条第

１項，第３条，第１２条等），環境保全措置の検討に当たっては，「環境への

影響を回避し，又は低減することを優先するものとし，これらの検討結果を踏

まえ，必要に応じ当該事業の実施により損なわれる環境要素と同種の環境要素

を創出すること等により損なわれる環境要素の持つ環境の保全の観点からの価

値を代償するための措置の検討が行われるものとすること。」（平成９年１２

月１２日環境庁告示第８７号「環境影響評価法の規定による主務大臣が定める

べき指針等に関する基本的事項」第五，二）とされている。これは，環境影響

評価手続における検討を通じて，事業者が自発的にミティゲーション制度を実

施する方向に誘導しようとするものであるが，あくまで事業者の自主性に委ね

るもので，実施を義務付ける実体的な規制ではない。

当連合会は，第４５回人権擁護大会「湿地保全・再生法の制定を求める決議」

（２００２年１０月１１日）において，「開発行為が湿地に及ぼす影響につい

て，回避・最小化・代償という優先順位をもって保全を行う手法」の導入を求

める決議をしたが，ここに改めて，実体的規制としてのミティゲーション制度

の導入を再度提言するものである。

第４ 生物多様性の保全を基調とする自律した地域社会の実現

１ 地域の生物多様性に関する保全管理計画の策定

(1) 保全管理計画の必要性

生物多様性を保全し，生物多様性が地域にもたらす様々な恵みを持続可能

な方法で利用するためには，人の手が入った環境である里山や身近な環境を

含め，全ての自然環境を対象とする市町村の自然環境保全に関する計画が必

要であり，かつ，生物多様性が一定のまとまりを持つ河川の流域単位などで

の複数の地方公共団体の共同による生物多様性の保全管理計画が必要であ

る。こうした保全管理計画の整備の中で，第３で述べたミティゲーション制

度をより実効性を持って実施することが可能になる。

よって，地方公共団体は，単独で又は共同して，各省庁所管の法律による

縦割り的な整備計画や整備の管理を包括した総合的な地域の計画として，地

域の森林，河川，湿地，農地，都市など様々な生態系間の密接なつながりや

相互作用を捉え，それが成り立つ自然的社会的諸条件を科学的に検討しなが

ら，実効的な保全管理計画を立てていく必要がある。

また，保全管理計画の策定，決定その実施に当たっては合意形成の努力も

必要となるため，後記に述べるように市民の参加も必要となる。
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(2) 生物多様性基本法に基づく生物多様性地域戦略の現状

なお，生物多様性基本法第１３条第１項は，「都道府県及び市町村は，生

物多様性国家戦略を基本として，単独で又は共同して，当該都道府県又は市

町村の区域内における生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関する基本

的な計画を定めるよう努めなければならない。」と規定しており，２０１６

年１２月末時点において，３９の都道府県と１５の政令指定都市が「生物多

様性地域戦略」を策定している。しかし，全国１，７２１の市区町村（政令

指定都市を除く。）においては，策定についての予算，人員やノウハウを欠

くため，「生物多様性地域戦略」を策定している市区町村はわずか５６で，

全体の約３．３％にすぎない。また，現行の制度においては，「生物多様性

地域戦略」の策定に当たり，市民参加が保障されていない。

２ 農林業者等への支援について

(1) 里山，森林の再生

里山は，人が定期的に手入れをすることによって成り立つ環境に適応した，

生物に好適な生息環境を提供しており，森林は，国土の７割近くを占め，多

くの陸上生物の生息生育地となっている。

しかし，近年は，経済のグローバル化によって安価な農林水産物が輸入さ

れるため，国内生産物の消費が激減し，同時に，高齢化と人口減少（特に農

村部においては減少が際立っている。）が拍車をかけ，耕作放棄地や放棄林

が増加し，シカやイノシシなどの野生鳥獣が人里へ侵入するようになり，深

刻な農林被害も引き起こしている。

農林業における生物多様性の保全を図るためには，生息地の改変や生態系

に悪影響を与える行為をなくすとともに，里山では，人の自然への適切な働

きかけによって生物多様性が保たれてきたことを認識し，持続的に利用して

いく必要がある。例えば，化学肥料や農薬を使用しない有機農業は，生物多

様性への寄与が非常に大きい。また，兵庫県豊岡市のコウノトリの野生復帰

への取組をきっかけとする生物多様性保全活動では，コウノトリが棲むこと

ができる環境づくりを目指し，農薬に頼らない米作り，魚が田圃へ自由に出

入りできる魚道や里山の整備，環境教育，地産地消，地域外との交流などを

推し進めた。その結果，コウノトリの舞う里山が創生され，安心・安全な農

作物などで，地域の活性化につながっている。

持続可能な森林管理に関しても，例えば，環境負荷の少ない林道を設置し，

適切な間伐で林内に光を射し入れ，林床植生を豊かにするとともに，国内材

による断熱性に優れた直交集成材パネルに加工したり，排出される間伐材を

木質固形燃料にして発電や熱利用に供するなど，地域の実情に応じて，荒廃
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林を適切に管理し，健全な森林に再生するための取組には様々なものが考え

られる。また，単一種による人工林を自然林に近い植生に戻していくという

森林の再生も重要である。森林の再生は，二酸化炭素を吸収・固定すること

になり，地球温暖化防止にも役立つ。また，里山などの伝統的な農山村景観

の保全にもなる。

さらには，生物多様性保全策として，持続的に自然資源を利用することは

地域の雇用の創出にもつながる。都会の住民が農山村に滞在し，自然や文化

を体験する旅行，いわゆるグリーンツーリズムは，生物多様性の新しい利用

方法であり，人々に安らぎや憩いを提供し，かつ，都市の住民と農山村の住

民の交流の場，子どもたちの環境教育の場となる。

こうした事業の結果，地域はより活性化する。

(2) 経済的支援，税制等の措置

生物多様性の保全のためには，経済的手法といわれる環境政策の導入も有

効である。農業の分野では，２０１５年に施行された「農業の有する多面的

機能の発揮の促進に関する法律」により，環境保全型農業直接支払制度や中

山間地等直接支払制度など，生物多様性保全の取組への直接支払制度が拡充

されている。しかし，過疎化が著しく進行してきている山間地などでは，現

行の中山間地直接支払制度では対象地域が限定されており，集落協定の締結

と５年間の生産活動が条件になるなど，山間地が抱える耕作放棄地などへの

経済的支援対策として十分とはいえない。

したがって，劣化してしまった里山の生物多様性を保全する活動自体を対

象に，経済的支援を行うための直接支払制度の拡充や税制措置などが必要で

ある。

また，森林・水源環境税のように，森林の有する水源かん養，土壌保全，

生物多様性保全などの公益的機能に着目し，その保全費用の一部を受益者た

る住民が負担する制度もある。これは，農林水産業や自然環境がもたらす様

々な恵みを「サービス」として捉え，その恩恵を受けている人が，サービス

の内容や規模に応じて，その供給を担う人や組織に対し対価を支払う制度で

ある。

３ 再生可能エネルギーの拡大のための政策推進

地球温暖化を抑制するためには，化石燃料の使用を削減する必要がある。他

方，大規模な風力発電や太陽光発電案件の中には，大規模な森林伐採を伴った

り，鳥やコウモリに悪影響を及ぼしたりするなど，生物多様性の破壊をもたら

すものもあり，地元住民とのトラブルも多発している。今後は，生物多様性に

配慮し，かつ，地域を活性化するため，市民からも出資を募って小規模な太陽
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光発電や小水力発電，バイオマス（化石資源以外の動植物由来の有機物である

資源）による熱供給や発電に地域で取り組むなど，地域の自然資源から市民の

力でエネルギーを作り出すという発想が，ますます重要となるだろう。

我が国における再生可能エネルギーの発電量の割合は，太陽光を除くと，小

水力が一番大きく，次いでバイオマス，風力となっている。小水力発電にあっ

ては流量のある水路と設置場所さえあれば，昼夜，年間を通して安定した発電

が可能になり，設置面積も狭いことから景観を損ねることもなく導入が進んで

いる。岐阜県郡上市石徹白地区では，江戸時代から存在した用水路に水車と発

電機を設置して地区内の全世帯（約１００世帯）の電力を賄い，地域の活性化

も図っている。

また，地域のバイオマス資源である，家畜の排泄物や下水汚泥，食物残渣な

どから精製したガス等の燃料や，森林の立木を丸太にする際に出る枝葉や梢端

部分，森林外へ搬出されない間伐材等通常活用されない木質資源を原料とする

木質固形燃料を使って熱供給や発電を行うことは，資源循環の観点から見て，

その有用性は高い。その他，地熱発電なども，方法次第では地域の活性化につ

ながることが期待される。

したがって，化石燃料や原子力に頼らない，こうした多種多様な再生可能エ

ネルギーのより一層の拡充は，生物多様性を保全しつつ地域創生を行うという

観点からも望ましい。

これらを推進するためには，エネルギー消費の削減や効率化を行った上で，

固定価格買取制度の維持拡充，送配電網の拡充強化と優先接続及び再生可能エ

ネルギー資源による熱の利用の積極的推進など，当連合会が，「新しいエネル

ギー法制度の構築に向けた意見書」（２０１２年２月１７日）及び「『電力シ

ステム改革の基本方針』についての意見書」（２０１２年９月１３日）に述べ

たような，再生可能エネルギーを拡大するための諸施策が採られる必要がある。

第５ 生物多様性の保全と市民参加の保障

１ リオ宣言とオーフス条約

１９９２年の地球サミットで採択された「環境と開発に関するリオ宣言」に

おいて，環境問題の最も適切な解決のためには，関係市民の参加が必要である

こと，関係市民の参加のために，①環境情報の入手の権利，②意思決定過程へ

の参加権，③司法・行政手続への参加権を各国が確保すべきことが国際的に合

意された。そして，１９９８年に国際連合欧州経済委員会で採択されたオーフ

ス条約に具体化された。

オーフス条約は，現在及び将来の世代の全ての人々が，健康と福利に適した
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環境のもとで生きる権利の保護に貢献するため（第１条），①情報へのアクセ

ス権，②政策決定への参加権，③司法へのアクセス権という３つの権利を環境

団体も含め，全ての市民に一体的に保障することを目的としており，現在，Ｅ

Ｕほか４７の国と地域が加盟している。

同条約では，意思決定の早い段階における市民参加が認められ，事業の採否

の決定に関する資料などの検討時間も十分確保されるべきこととされ，環境関

係の行政立法段階，環境政策の決定段階，個別許可・事業アセスメント段階の

３つの段階での参加や環境団体への経済的援助も規定されるなど，環境民主主

義に関する国際的な指標となっている。

同条約が保障すべきものとしている司法アクセスとは，裁判所のみならず，

行政不服審査，各種裁判外紛争解決手続など，様々な独立した救済機関に環境

法規違反行為の防止・是正を求めることを含んだ概念である。

国際連合加盟国は，締約国会議の承認により条約に加入することができると

されており（同条約第１９条第３項），我が国も同条約に早期に加入し，市民

参加のための国内法を整備するべきである。

２ 情報公開制度の整備

参加を実効的に保障するためには，情報公開は不可欠であり，情報公開請求

権は，生物多様性に関心を持つ全ての人に対し，確保されなければならない。

また，情報公開を実質的に確保するためには，文書管理規定の整備とともに，

十分な調査をする義務なども整備されなければならない。さらに，専門性の高

い情報に関しては，専門家による解説などの支援をすることも重要である。

そして，公開による環境上の悪影響や経済的利益・個人の人権への侵害を理

由とする公開拒否が，必要な情報の公開の阻害につながらないよう，国は，行

政における紛争処理手続や裁判所による審査等を実施することで公正さを確保

する必要がある。

３ 権利としての市民参加の保障

生物多様性の保全のための，計画の策定，実施，評価（監視）の各プロセス

における市民参加は，公正で合理的な決定を得るために極めて重要である。ま

た，生物多様性を保全するための具体的な施策を各地で実効的に進めていくた

めには，地域の実情をよく知り地域に根ざした活動を行う市民の主体的な参画

が不可欠である。

そのためには，市民の参加が確保されない場合に，それ自体を権利侵害とし

て司法手続において是正できるものとするため，参加を権利として保障するよ

うに，①案の撤回や変更が可能な早期の段階において，②根本的に異なる複数

の案と理由を示し，③意見表明に対する応答も行い，④意見を考慮に入れるこ
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とを義務付けその判断過程を明らかにする，といった，市民の参加を実質的に

保障する手続を法的制度として確立することが重要である。

こうした市民参加制度は，アメリカ合衆国やヨーロッパでは以前から認めら

れてきており，例えば，ドイツでは，建築計画の策定手続において，上記の内

容の実施を義務付けて，実効的な市民参加ができるように手続を整備している

（建設法典第３条）。オーフス条約は，市民参加の保障を法的制度として定め

ることを締約国に求めている。

しかし，我が国では，案の撤回や変更が可能な早期の段階での参加は権利と

して認められておらず，根本的に異なる複数の案の提示も不要で，住民らの意

見に対する応答制度もなく，どのように，市民の意見を考慮したかも不明で，

全体として権利としての参加は保障されていない（都市計画法第１６条及び第

１７条）。それゆえ，我が国においても早急な手続整備がなされるべきである。

加えて，市民参加を実現していくためには，市民を補助し専門的・科学的な

知見を提供していくことを可能とする仕組みが必要である。そのためには知見

を提供し得る立場にある環境保護団体への支援が必要であり，国及び地方公共

団体は，環境保護団体に対し，経済的補助や情報の提供などの支援を行うべき

である。

４ 司法アクセスの拡充

生物多様性に関する法制度は，訴訟によって最終的にその履行が確保できる

が，我が国では，関心を持つ市民や環境保護団体が訴訟を起こすことが限定さ

れており，その面でも生物多様性保全が実効的に実現されていない。

特に，生物多様性に関する訴訟は，自己の生命・身体・財産が侵害されてい

るわけではないとして，原告適格や訴権を否定する裁判所の判断が後を絶たな

い。

これに対して，オーフス条約では，環境に影響を与える可能性のある行為全

般について，司法アクセスを保障することを締約国に求めている。司法審査の

権利を保障することで，違法・不当な行為に対する抑止効果も働く。

法治主義の観点からも，環境法規違反行為にあまねく司法コントロールを及

ぼすため，生物多様性の保全が人々の権利利益に関することであることを明確

にするとともに，環境利益についての原告適格を拡大し，さらに，環境団体が

公益訴訟を提起する環境団体訴訟の制度を創設する必要がある。

第６ まとめ

当連合会は，第３９回人権擁護大会（１９９６年）で，実効性ある生息地等保

護区の指定と野生生物保護施策の実施などの提言を行い，さらに，第４９回人権
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擁護大会（２００６年）において，生物多様性保全法（仮称）の制定を求めた。

２００６年の決議から１０年が経ち，開発法の「環境法化」と言われるように，

開発法に環境配慮が明記されることが多くなってきている。しかし，２０１０年

の生物多様性条約第１０回締約国会議で「生物多様性を主流化する」ことが目標

とされたにもかかわらず，生物多様性の保全の必要性は，まだ法制度全般には浸

透していない。私たち人間も生態系の一部であり，地球上で生き続けていくため

には，生物多様性の保全が不可欠である。そのためには，生物多様性の保全を目

的に据えた法制度への全面的かつ包括的な見直しが必要である。

また，市民が，生物多様性の保全のための計画策定・政策形成に参画し，かつ，

持続的な保全管理活動にも参加していくことにより，多様な主体同士の真の協働

も生まれ，持続可能な地域社会も創造される。

よって，当連合会は，生物多様性の保全と持続可能な自律した地域社会の実現

に向けて，本決議をするものである。
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1 
 

重要な湿地の保全・再生へ向けた適正な管理を行うための法 

制度の創設等を求める意見書 

 

２０２３年（令和５年）５月１２日 

日本弁護士連合会 

 

湿地は陸域と水域の境界にある自然環境として重要なものであるにもかかわらず、

人はその価値を十分に認識せず、開発等によって、その多くを消失させてきた。当

連合会は、日本の湿地が十分に保全・再生されてこなかった原因が、その保全・再

生に向けた法整備の不備にあると認識し、２００２年１０月１１日第４５回人権擁

護大会において、「湿地保全・再生法の制定を求める決議」1を採択し、２００６年

３月１６日、同決議を具体化するため、全ての湿地を対象に「湿地の保全及び再生

等に関する法律要綱案」2を作成・公表した。 

しかし、前述の決議から２０年以上が経過したにもかかわらず、日本ではいまだ

に湿地の保全・再生に特化した法整備がなされないままである。２０２３年３月３

１日に閣議決定された「生物多様性国家戦略２０２３－２０３０」でも、湿地の保

全・再生に特化した法制度創設へのロードマップは何ら示されず、湿地に関する記

述は様々な箇所に分散するなど、統一的な国家湿地政策が示されたとはいえない。 

その間、環境省が「日本の重要湿地５００」の改定作業の際に調査を行った生物

分類群ごとに整理した９６１湿地のうち、情報が得られた８２３湿地中５２４湿地

に悪化傾向が見られる状況にあり3、早急な対策が求められる。 

   

第１ 意見の趣旨 

当連合会は、国に対し、以下を求める。 

１ 環境省が選定した生物多様性保全上重要な湿地（以下「重要湿地」という。）

及びこれに準ずる重要な湿地（現在は重要湿地に選定されていないが、最新

                                                
1 「湿地保全・再生法の制定を求める決議」（２００２年１０月１１日） 
https://www.nichibenren.or.jp/document/civil_liberties/year/2002/2002_1.html  
2 「湿地の保全及び再生等に関する法律要綱案」（２００６年３月１６日） 
https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/060316_2.pdf  
3 環境省自然環境局自然環境計画課「生物多様性の観点から重要度の高い湿地〔重要湿地〕」（平成
２８年４月）１１８頁。なお、一つの湿地で複数の生物分類群のものがあるため、生物分類群とし
ては９６１湿地となる。  
https://www.env.go.jp/nature/important_wetland/pdf/jwetlist2804v5.pdf （２０２３年４月１
７日現在） 
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2 
 

の調査等により重要湿地選定のための「共通の選定基準」4 を満たすなど生

物多様性保全上重要な価値を有する湿地）の保全・再生へ向けた適正な管理

を行うために以下の内容を骨子とする法制度を創設すること 

(1) 重要湿地及びこれに準ずる重要な湿地を保全するための保護区制度を設

けること 

(2) 重要湿地及びこれに準ずる重要な湿地における湿地の毀損を原則禁止と

すること 

(3) 開発行為が湿地に及ぼす影響について、回避・最小化・代償という優先

順位によって保全を行う手法（ミティゲーション）を用いること 

(4) 生態学的知見に基づき保全と再生を一体的に行うための湿地管理計画制

度を導入すること 

(5) 湿地保全・再生のための施策に環境保護団体・住民が参画する制度を盛

り込むこと 

２ 前述１の法制度の創設までの間においても湿地環境の悪化はとどまる状況

になく、この間に湿地の保全再生のためにとるべき措置として、少なくとも

重要湿地については、地方公共団体と協力して、特に水鳥の生息地として国

際的に重要な湿地に関する条約（通称 ラムサール条約）湿地への登録の推

進及び支援を積極的に行うこと 

 

第２ 意見の理由 

１ 湿地の重要性 

(1) 湿地の価値 

湿地とは、天然のものであるか人工のものであるか、永続的なものである

か一時的なものであるかを問わず、更には水が滞っているか流れているか、

淡水であるか汽水であるか鹹水（かんすい、ここでは海水を指す。）であるか

を問わず、沼沢地、湿原、泥炭地又は水域をいい、低潮時における水深が６

メートルを超えない海域を含むものである（ラムサール条約１条１）。これに

は、湖沼、ダム湖、河川、ため池、湧水地、水田、遊水池、地下水系、塩性

湿地、マングローブ林、干潟、藻場、サンゴ礁などが含まれる。 

地球上の全ての生物は、土・水・大気を基盤として、様々な個性を持ち、

食物連鎖や生物間の共生など、直接間接につながり合い、支え合って生きて

いる。生物多様性とは、こうした生態系のもとでの生物の豊かな個性とその

                                                
4 脚注３参考資料４頁。 
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つながりをいう。生物多様性は、様々な恵みを私たちにもたらしており、そ

の保全は、私たちが生存するために不可欠である。 

そして湿地は、水と土を基盤とする生態系として、生物多様性に富み、多

くの野生生物の命を支えている。人間にとっても、湿地は、現在市場に出回

っている魚介類のほとんどが、産卵・幼生期を中心として生活史のうちの一

定期間を沿岸の湿地で過ごしており、その種の存続に不可欠なものであって、

食料を提供する場でもある。それ以外にも、湿地は、仕事（生業）の場であ

るだけでなく、娯楽、景観、文化等、人間の日常生活を豊かに育む場である。

加えて、後述するように、温室効果ガスによる気候変動の緩和、洪水調節、

水質の保全など人の生存を支える存在である。 

(2) 気候変動対策や防災の面からも重要な役割を有すること 

湿地は、温室効果ガスを吸収・貯留し、大気への排出を抑制し、温室効果

ガスによる気候変動の影響を軽減するのに重要な役割を果たしている。例え

ば、植生のある沿岸湿地は、堆積物中に炭素を固定するが5、地球規模では、

毎年数千万トンもの炭素を固定し、また、泥炭地は、陸地面積の３％に過ぎ

ないが、森林の２倍の炭素を蓄えるなど6、湿地は地球上で最も効果的な炭素

の吸収・固定源である。 

また、河川沿川にある湿地は、洪水時には、一時的に水を貯めて、遊水さ

せ、下流の流量を削減する機能を果たし、河川と人間の生活空間との緩衝帯

となり、水害リスクを低減させている。この生態系を活用した防災・減災

（Ecosystem Based Disaster Risk Reduction：Eco-DRR）は、グリーンイン

フラと呼ばれ、近年、毎年のように発生する豪雨災害など増大する自然災害

への対応策として期待されている。湿地を保全・再生することは、防災・減

災上も重要である。 

２ 湿地の保全・再生の現状と当連合会の活動 

(1) 失われてきた湿地 

① 湿地の消失 

人は、湿地の価値を十分に認識せず、じめじめした不毛の土地と見て、

埋立てや干陸化による開発を続けた。ラムサール条約事務局が２０１８年

１０月に公表した世界湿地概況によると、１７００年以降地球の湿地資源

                                                
5 森林等が光合成で体に吸収した炭素を「グリーンカーボン」と呼ぶのに対比して、「ブルーカー
ボン」と呼ばれている。 
6 ラムサール条約事務局（環境省訳）『世界湿地概況日本語版 世界の湿地の現状とその生態系サ
ービス 2018』６頁 
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の８７％近くが失われ、１９７０年から２０１５年の間では世界の湿地は

約３５％が失われ、これは森林面積の減少の３倍の速さで進行している。 

日本でも、特に戦後は大型工作機械によって、農地、宅地、商工業用地

造成のために生態系への配慮なしに凄まじい勢いで開発が続けられた。そ

の結果、国土地理院が実施した調査によると、河川及び常時水面となって

いるところを除いた陸域の湿地7は、明治・大正時代には全国で２１１０．

６２㎢が存在していたが、１９９９年の報告では８２０．９９㎢となり、

実に６１．１％もの湿地が失われた。 

戦後、多くの河川で発電・治水・利水等の目的でダム建設が行われて、

河川の連続性が遮断され、河川環境は悪化した。同様に、土地改良事業に

よって、ため池は潰され、水田は乾田化され、かんがい水路は用排水分離

とコンクリートさらにはパイプライン化によってかんがい期のみに水を流

す単なる用排水施設となり、水田－かんがい水路－川の間で、水の空間的・

時間的連続性が失われた。その結果、この湿地生態系を産卵・成長、種に

よっては日常の生息の場としていた魚介類や昆虫が消えてしまい、現在で

は、多くの種が絶滅危惧種となってしまっている。湖沼についても、八郎

潟（秋田県）、河北潟（石川県）など日本を代表する汽水湖が農地造成のた

めに干拓され、また、沿岸域においても、諫早湾が干拓され、潮受け堤防

により有明海との連続性が遮断されてしまった。 

② ラムサール条約の採択と湿地保全策の進展 

湿地の消滅・湿地環境の悪化に対し、国際的には、干潟をはじめとする

湿地保全の重要性が認識され、１９７１年には、環境保全のための国際条

約としては最初のものとなるラムサール条約が採択され（日本は１９８０

年に加入した。）、以後、湿地の保全は国際的な課題となっている。 

ラムサール条約は、「持続可能な開発を地球規模で達成することに貢献

するため、地域や地方からの取り組みや国家的な取り組み、あるいは、国

際協力を通じて、全ての湿地を保全し、賢明に利用すること」を目的とす

る。ラムサール条約の正式名称にもあるように、同条約はもともと水鳥の

生息環境としての湿地の保全を重視してきた。しかし、議論の積み重ねの

中で、生物多様性の保全や人間社会の福祉にとって湿地生態系が極めて重

要であることが国際的に認識されるようになり、ラムサール条約は、その

                                                
7 ５万分の１地形図での、湿地記号の範囲の比較によっているので、海域及び陸域の河川、常時水
面となっているところ及び水田は含まれていない。 
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前文において「湿地が経済上、文化上、科学上及びレクリエーション上大

きな価値を有する資源である」としており、水鳥の生息地に限らず、全て

の湿地の保全や賢明な利用を視野にいれる方向で発展してきた。 

日本においても、１９９３年６月に釧路市で第５回ラムサール条約締約

国会議が開催されたことを一つの契機として、１９９４年１２月に閣議決

定された第一次環境基本計画や１９９５年１０月閣議決定の生物多様性

国家戦略において、生物多様性及び干潟その他の湿地の重要性や保全の必

要性に言及するに至った。 

２００２年３月閣議決定の新・生物多様性国家戦略においては、湿地の

重要性を強調し、湿地の置かれた状況を分析した上で、湿地保全の緊急性

や保全手法までも明記するようになった。 

また、環境省は、２００１年１２月、保全のための基礎資料とし開発計

画がある場合には保全上の配慮を促すとして、日本を代表する重要な湿地

５００か所を選定し、「日本の重要湿地５００」として公表するに至った。

その後、生物多様性国家戦略（２０１２－２０２０）において、「日本の重

要湿地５００」を見直すよう明記されたこと等を背景に、環境省は、２０

１６年、湿地保全・再生の取組が活性化することを目指し、「日本の重要湿

地５００」を、生物多様性保全上重要な湿地として改訂した。その結果、

６３３か所が重要湿地とされた。 

(2) 当連合会の取組と「湿地の保全及び再生等に関する法律要綱案」の提唱 

① 当連合会は早くから湿地保全問題に取り組み、各地の湿地を取り巻く問

題状況を調査、研究の上、湿地に関する開発行為の中止や保全策の数多く

の提言を行ってきた。 

当連合会は、こうした湿地保全に関する取組の中で、日本の湿地が十分

に保全・再生されてこなかった原因は、湿地の価値を無視し、破壊・消滅

させてきた開発政策を根本的に見直さずに、湿地の開発を抑制し、その保

全・再生を図るための法制度を整備しなかったことであると認識するに至

り、あるべき湿地保護法制を検討すべく、２００２年１０月、第４５回人

権擁護大会において、シンポジウム第３分科会「うつくしまから考える豊

かな水辺環境－湿地保全・再生法制定に向けて－」を開催した。同シンポ

ジウムでの議論の結果を踏まえ、国に対し、「湿地の保全および再生を法の

目的に明記した湿地保全・再生法（仮称）を制定し、その内容として、「日

本の重要湿地５００」をはじめとする重要な湿地を保全するための保護区

制度、開発行為が湿地に及ぼす影響について、回避・最小化・代償という
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優先順位をもって保全を行う手法（ミティゲーション）、生態学的知見に基

づき保全と再生を一体的に行うための湿地管理計画制度、および湿地保

全・再生のための施策に環境保護団体・住民が参加できる制度的保障等を

盛り込むこと。」等の施策を求める「湿地保全・再生法の制定を求める決議」

を満場一致で採択した。 

その後、この決議内容を法案の形で具体化すべく検討を行い、２００６

年３月には「湿地の保全及び再生等に関する法律要綱案」を提唱した。 

② その後の湿地環境と当連合会の活動 

ア 当連合会は、前述の要綱の提唱後も湿地環境の保全・再生のための活

動を続け、主なものとして以下の決議、意見書を公表している。 

(ｱ) ２００３年１０月２３日「諫早湾干潟の再生と開門調査の実施を求

める意見書」（なお、当連合会では、これに関連した意見書、会長声明

及び会長談話を１９９７年以降計１１本公表している。） 

(ｲ) ２０１１年８月５日「泡瀬干潟埋立事業の中止等を再度求める意見

書」（なお、当連合会では、これに関連した意見書及び会長談話を２０

０２年以降計５本公表している。） 

(ｳ) ２０１２年１０月５日「豊かな海を取り戻すために、海岸線の新た

な開発・改変の禁止、及び沿岸域の保全・再生の推進を求める決議」 

(ｴ) ２０１３年１１月２１日「普天間飛行場代替施設建設事業に基づく

公有水面埋立てに関する意見書」 

(ｵ) ２０１４年１１月２０日「防潮堤建設についての意見書」 

(ｶ) ２０１５年２月１９日「中池見湿地のラムサール条約登録範囲を通

過する北陸新幹線ルートの変更の検討を求める意見書」 

イ しかし、前述の要綱案で提唱した内容の法制化はおろか、湿地の保全・

再生に資する法制度の整備は一向に進展していない。 

そのため、環境省の「日本の重要湿地５００」を見直す際の調査にお

いて、調査対象となった生物分類群ごとに整理した９６１湿地のうち、

情報が得られた８２３湿地中５２４湿地に生物の生育環境の悪化や湿

地の減少などの悪化傾向が見られる状況となっている。そのうち、劣化

要因について情報のあった３６８湿地のうち、その主たる要因の５４％

が埋立てや護岸工事をはじめとした開発など人間活動による危機であ

ると分析されている8。 

                                                
8 脚注３参考資料１２１頁、１２２頁。 
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日本の代表的なサンゴ礁でもある泡瀬干潟や辺野古・大浦湾といった

重要湿地が埋立事業により危機に瀕しているほか、２０２２年１１月に

は、岐阜県御嵩町美佐野地区の重要湿地9が、重要湿地であることが伏せ

られてリニア中央新幹線工事の残土処分場の計画予定地とされている

ことが判明するなど、環境省が選定した重要湿地ですら環境の悪化が依

然として続いている。 

干潟などの湿地の再生に関しては、２００２年に制定された自然再生

推進法の適用が考えられるが、当連合会が調査した英虞湾の干潟再生事

業では、同法を適用できなかった。なぜなら、同法を適用する場合には、

環境省・農林水産省・国土交通省のいずれかの省の提供する事業のメニ

ューに該当しなければ、同法の枠組みを適用できないところ、英虞湾で

行われた水門を改造して海水導入を行う干潟再生事業などは、前述のい

ずれもの省の事業のメニューに該当しなかったからである。 

３ 不十分な湿地の保全・再生の法整備 

(1) 日本の湿地保全に関する法制度の現状 

ラムサール条約は、締約国に対して、ラムサール条約湿地であるかどうか

にかかわりなく保護区を設けることにより湿地及び水鳥の保全を促進し、か

つ、その保護区の監視を十分に行うことを求めている（同条約４条１項）。し

かし、日本においては、湿地の保全そのものを目的とする法律はなく、後述

のとおり、他の法律や条例等によって保全されているのが現状である。 

そして、ラムサール条約湿地については、締約国が条約上の義務を履行す

ることが必要となるため、国内法（自然公園法など）によって保全がなされ

なければならないとされている。 

２０２３年４月現在、日本におけるラムサール条約湿地は５３である10。そ

の法的保全形態とその内訳は、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関

する法律（以下「鳥獣保護管理法」という。）（国指定鳥獣保護区特別保護地

区）によるものが２５、自然公園法（国立公園・国定公園特別保護地域又は

海域公園地区）によるものが１８、鳥獣保護管理法及び自然公園法によるも

のが５、鳥獣保護管理法、自然公園法及び河川法（河川区域）によるものが

                                                
9 ハナノキの御嵩町最大の自然自生地で、東海丘陵要素植物群の植物が生育しており、東濃地域湧
水湿地群の一つである。 
10 環境省ウェブサイト「日本の条約湿地」
https://www.env.go.jp/nature/ramsar/conv/RamsarSites_in_Japan.html （２０２３年４月１７
日時点） 
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１、鳥獣保護管理法及び河川法によるものが２、絶滅のおそれのある野生動

植物の種の保存に関する法律（種の保存法）（生息地保護区管理地区）による

ものが２となっている。 

法的保全形態としては、鳥獣保護管理法（鳥獣保護区特別保護地区）と自

然公園法（国立公園・国定公園特別保護地域等）によるものがほとんどを占

めていることが分かる。 

そして、これらの保護地域においては、伐採や埋立て、干拓、工作物の新

築等、開発行為の規制等がなされることになり、湿地保全に資する面がある。 

(2) 現在の法制度上の課題 

① 湿地保全上の課題 

鳥獣保護管理法は、生物多様性の確保を目的に掲げてはいるものの、鳥

獣（鳥類又は哺乳類に属する野生動物）の保護を図るための事業を実施す

ることにより、鳥獣の保護を図ることを直接の目的とするものである。そ

のため、鳥獣保護管理法においては、鳥類が生息していない湿地は、保護

の対象ではない。また、自然公園法は、生物多様性の確保を目的に掲げて

はいるものの、主たる目的は優れた自然の風景地の保護とその利用の増進

にある。そのため、自然公園法においては、主観的な多義概念である「優

れた景勝地」と評価されない湿地は保護の対象ではない。 

さらに、鳥獣保護管理法で指定された鳥獣保護区特別保護地区及び自然

公園法の国立公園又は国定公園の中で指定された特別保護地区あるいは

特別地域における行為規制が厳しく、それが農林漁業者等の地元関係者の

反発を招いて、かえってラムサール条約が締約国に求める湿地保全のため

の保護区の設定の障害となっている面もある。 

ラムサール条約では、湿地における人の活動を排除しておらず、賢明な

利用として、湿地と人との多様な関わりによる適正な利用を促進しようと

している。湿地の中には、ため池のように、二次的自然として人の手が加

えられて形成されたものや、水稲や漁など人の手を加えて維持されている

ものもある。湿地の良好な状態を維持するため又は維持しつつ行われてい

る農業・漁業等の第一次産業や自然との触れ合いは、いずれも湿地の賢明

な利用であり、ラムサール条約の認識や希望にかなうものである。保護か

利用かの択一ではなく、保護と利用を併せて可能にする保護区も考えられ

てもよいはずである。 

以上のとおり、湿地の有する価値やその特性を踏まえた上で、賢明な利

用を含めて的確に湿地の保全がなされる必要がある。そのためには、保全

46/70



9 
 

の法的枠組みとして、湿地自体を保護対象とする法律がなければならない

のである。 

 ② 湿地再生における課題 

湿地再生における現行法としては、自然再生推進法がある。同法につい

ては、当連合会は、第５５回人権擁護大会シンポジウム第３分科会基調報

告書において、泡瀬干潟の自然破壊に見られるように、保全の視点が乏し

く新たな自然破壊に無力であることや住民参加の手続が不十分であるな

ど多くの問題点を指摘してきたところである。特に、再生事業については

環境省、農林水産省、国土交通省の３省のうち、特定の省を主管庁としな

ければならず、省を横断するような施策が不可能であるなど硬直的である。 

このことから、湿地再生に関しても、保全と一体化した計画のもとで、

湿地の特性に応じて地元関係者のアイデアを十分に活かした再生事業を

行うことができる法制度が求められる。 

(3) 国家戦略上の位置付けの不備 

ラムサール条約は、同３条１項及び２００１年のラムサール条約第７回締

約国会議（ＣＯＰ７）決議６により、締約国に対し「独自、かつ単独で成り

立つ」国家湿地政策の策定を求めている。日本は、生物多様性国家戦略のう

ちの湿地に関する記述部分がこの国家湿地政策に当たると説明してきた（「生

物多様性国家戦略」（２０２３－２０３０）において初めてその旨を明記し

た。）。しかし、生物多様性国家戦略の湿地に関する記述は様々な箇所に分散

しており、統一的な国家湿地政策としての体を成していない。また、ラムサ

ール条約が対象とする湿地は、沼沢地から浅海域まで多様であり（同１条１

項）、これらの湿地の賢明な利用を推進するには、独自の国家湿地政策が不可

欠である。 

以上から、湿地政策に特化した法制度を創設し、その基本計画として国家

湿地政策を位置付けることが、鳥獣保護管理法や自然公園法の枠組みでは保

護されない価値を有する湿地を対象とする法律・政策の位置付けとしては望

ましい。 

４ 国際的な動き 

アメリカでは、１９８９年以降、個々の湿地の減少や水質汚濁・乾燥化・生

物多様性の減少等の質的劣化を防止して総体としての湿地の機能を確保するノ
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ーネットロス（No Net Loss)の原則11を掲げて、湿地の減少と機能低下の防止

を国家政策とするようになったことをはじめ、近年、東アジア地域において、

韓国では２００７年、台湾では２０１５年にそれぞれ湿地保全を目的とした「湿

地保全法」が制定されるなど、海外では湿地保全が国家政策とされてきた。 

また、ラムサール条約の第４次戦略計画２０１６－２０２４において、４つ

の目標（①湿地の減少と劣化の要因への対処、②ラムサール条約湿地ネットワ

ークの効果的な保全と管理、③全ての湿地の賢明な利用、④実施強化）及び１

９の個別目標を掲げ、ＳＤＧｓや生物多様性条約の戦略計画とも関連しながら

湿地の保全を進めようとしている。 

このように、湿地の保全は生態系の保全や回復にとって、なくてはならない

ものであるとの共通認識が国際的に醸成されている。 

加えて、２０１９年３月には、国連総会において、２０２１年から２０３０

年を国連生態系回復の１０年と位置付け、気候危機との闘い、食料安全保障と

水供給、そして生物多様性の保全の強化における効果ある対策として、劣化あ

るいは破壊された生態系の回復をさらに促進することを目指している。無論、

この取組も湿地の保全とは不即不離の関係にある。 

さらには、２０２２年１２月の国連生物多様性条約締約国会議（ＣＯＰ１５）

において、各国政府が２０３０年までに陸域と海域のそれぞれ３０％以上で生

物を保護する目標、いわゆる「３０by３０」目標を新たな世界目標として合意

した。「３０by３０」目標については、日本でも環境省において「３０by３０ロ

ードマップ」を公表し、先行して取組を進めているが、とりわけ湿地が生物多

様性の中心であることに思いを致し、国立公園など保護地域の拡張にとどまら

ず、保護地域以外での生物多様性保全に資する地域の確保に際しては、湿地を

中心として指定を目指すことが望ましい。 

このように、近時、湿地保全及びそれを取り巻く国際情勢の動きは目まぐる

しいものがあるが、日本においても、その潮流に遅れを取らぬよう、更なる取

組を図る必要がある。 

５ 意見の趣旨１について 

湿地の重要性は、今や世界的にも共通の認識であるが、前述のとおり、日本

では、法制度が不十分であることから、湿地の保全が十分になされていない。

そして、湿地の再生を目指すのもほど遠い状況にある。 

                                                
11 ある地域において開発による自然生態系への悪影響を回避、最小化を図り、それでも残ってしま
う悪影響がある場合に、同等の自然価値を創出することで均衡を取り、総体としての自然の価値機
能を保とうとする原則。 
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よって、国は、湿地そのものの価値に着目した湿地の保全・再生のための法

律を創設すべきである。前述のとおり、湿地の消滅や湿地環境の悪化が進行す

る中、湿地を保全し、再生していくためには、「No Net Loss」の政策を中心に

据えるべきであり、重要な湿地を保全・再生するために、当連合会が２００６

年３月１６日に公表した「湿地の保全及び再生等に関する法律要綱案」を参考

とすべきである。具体的には、特に、以下のような内容を盛り込むべきである。 

(1) 重要湿地及びこれに準じた重要な湿地を保全するため、保護区制度を設け

ることにより、重要な湿地及びその周辺地域について、科学性を重視した適

正な管理計画のもとに保全を行い、保全に支障を及ぼす行為を制限すること 

(2) 重要湿地及びこれに準じた重要な湿地における湿地の毀損（埋立て、排水、

取水等）を原則禁止とすること 

(3) 開発行為が湿地に及ぼす影響について、回避・最小化・代償という優先順

位によって保全を行う手法（ミティゲーション）を用いること 

(4) 生態学的知見に基づき保全と再生を一体的に行うための湿地管理計画制度

を導入すること 

(5) 湿地保全・再生のための施策に環境保護団体・住民が参画する制度を盛り

込むこと 

６ 意見の趣旨２について 

(1) ラムサール条約による湿地保全の必要性 

前述のとおり、まずは意見の趣旨１に記載の法制度の創設が求められると

ころである。ただし、法制度の創設にあたっては、主務官庁など国内の関係

機関の調整など、今後一定の期間を要することは容易に予想できるところで

ある。 

しかし、こうしている間にも、重要湿地ですらその環境の悪化がとどまる

状況にはない。前述のとおり、現状では、ラムサール条約湿地については、

条約上の義務を履行するため、自然公園法や鳥獣保護管理法など既存の法律

を活用して保全がなされている。そこで、特に、前述の法制度が創設される

までの期間においては、重要湿地につき国が積極的に地方公共団体と協力し

ながら、ラムサール条約湿地への登録に向けた支援を行うこと及び既存の法

律による同条約上の義務履行を通じて、湿地の保全・再生を行うことが喫緊

の要請事項である。 

(2) ラムサール条約による締約国の義務 

ラムサール条約締約国は、ラムサール条約湿地か否かにかかわらず保護区

を設け、保全の促進、監視を行う義務を負う(４条１項)が、ラムサール条約
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湿地については、保全計画の作成実施義務（３条１項）、湿地の生態学的特徴

の変化とその危険性等に関する報告義務（３条２項）、ミティゲーションなど

の義務を負う（４条２項）。 

もともと重要湿地の前身である「日本の重要湿地５００」において、ラム

サール条約における湿地定義の広がりなどを受けて、ラムサール条約湿地登

録に向けた礎とすることがその選定目的とされているところ、その選定基準

が重要湿地の選定でも踏襲されている。そしてかかる選定基準は、国際的に

重要湿地の基準に準じたものである12。 

したがって、重要湿地は、国際的にも重要な湿地として、ラムサール条約

湿地とすることで、国内法の保全措置に加え、前述の義務の履行を通じて保

全・再生が適正になされることが期待される。 

(3) 登録による保全と賢明な利用 

① 保全計画の作成といっても、湿地保全管理に特化した計画もあれば、自

然公園の公園計画や鳥獣保護区の指定計画をもって保全管理計画とする例

もある。 

 もっとも、湿地により、その保全・再生には、水質の悪化、ゴミの増加

問題、磯焼け、乾燥化、専門家の不在、維持管理費の不足、開発との緊張

関係など、それぞれ抱える課題があり、その湿地の特性や課題に応じた保

全管理計画のもとで地元関係者間と連携して、適正な管理が行われること

が望ましい。これは、ラムサール条約３条１項及びＣＯＰ７決議６により、

締約国に対し「独自、かつ単独で成り立つ」国家湿地政策の策定を求めて

いる趣旨にもかなうものと言える。伊豆沼・内沼（宮城県）を例に挙げる

と、同湿地では、富栄養化や外来種の増加が保全上の問題となっているこ

とから、「伊豆沼・内沼自然再生事業実施計画」に基づき、湖内植生保全（ハ

スの刈払いを行うことにより、ヘドロ化を防止する。）、湖岸植生保全（護

岸をして浅場を作ることにより、湖岸の植生を復元させる。）、在来生物保

全（外来種のブラックバスを駆除することにより、在来生物を復元させる。）

等が行われている。 

② ラムサール条約は、人類の活動を厳しく制限することで湿地の保全を図

るという考え方はとっておらず、人類が湿地から得られる恵みを維持しな

がら湿地を活用する賢明な利用という考え方をとっている。 

湿地がラムサール条約湿地に登録されることでイメージアップとなり、

                                                
12 脚注３参考資料１頁、４頁。 
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湿地のみならずその地域のブランド化や経済発展に資する例は多い。 

具体的には、蕪栗沼・周辺水田（宮城県）では、水田に水を入れ、渡り

鳥の休み場としている。ここで作付けされた米は、有機米「ふゆみずたん

ぼ米」としてブランド化されており13、これも賢明な利用の一環である。 

③ ラムサール条約においては、湿地の保全と賢明な利用を促進するための

ＣＥＰＡ（Communication, Education, Participation and Awareness＝

広報、教育、参加、普及啓発活動）が重要視されている。 

多くのラムサール条約湿地では、自然観察会、環境学習、清掃活動、地

方公共団体から管理委託を受けるなどしたビジターセンターでの広報等

が行われており、湿地の保全に対する地域住民の意識の醸成に一役買って

いる。 

ラムサール条約湿地となることで、地域住民にとって、湿地が「そこに

存在して当然のもの」という存在から、改めて湿地の価値を認識して、湿

地の保全・再生に関心を持つ存在となる例は多い。 

④ 小括 

湿地の保全・再生は、地元公共団体のみならず、地元ＮＰＯ、地元住民、

専門家など多方面の者の協力のもとで、賢明な利用への取組を通じてなさ

れている。また、前述のとおり、当該湿地の特性に応じたメニューを十分

な予算の下で実施することが必要である。 

したがって、ラムサール条約湿地に登録された場合は、湿地の特性に応

じた保全・再生計画の下で、適正な管理がなされるべきである。 

(4) ラムサール条約湿地の推進 

環境省は、２０１０年９月、ラムサール条約湿地潜在候補地として全国か

ら１７２湿地を選定した。日本では、①国際的に重要な湿地であることに加

え、②国の法律によって将来にわたって、自然環境の保全が図られること、

③地元住民などから登録への賛意が得られることがラムサール条約湿地の登

録条件となっていることから14、前述の潜在候補地のうち、地元公共団体等か

ら登録への賛意が得られ、国内法による保護担保措置の確保が整ったものか

らラムサール条約湿地への登録を進めていくこととされた。そして、その後

                                                
13 他に、ブランド化されたふゆみずたんぼ米として、円山川下流域・周辺水田（兵庫県）の「コウ
ノトリの舞」、片野鴨池（石川県）の「ともえ」、渡良瀬遊水池（栃木県・群馬県）の「ラムサール
ふゆみずたんぼ米」などの例がある。 
14 環境省ウェブサイト「ラムサール条約と条約湿地」 
https://www.env.go.jp/nature/ramsar/conv/About_RamsarSite.html （２０２３年４月１７日現
在） 

51/70



14 
 

もラムサール条約締約国会議が開催されるたびにラムサール条約湿地の数は

増加している。 

しかし、前述の潜在候補地のリストの更新は１０年以上なされていないう

え、昨今の締約国会議において、新たに登録されたラムサール条約湿地は、

２０１８年に３湿地、２０２１年にはわずか１湿地にとどまっているのが現

状である。 

重要湿地であっても地元公共団体等から登録への賛意が得られない、又は

既に開発の対象とされていて国内法による保全担保措置の確保が整わない湿

地15は、ラムサール条約湿地登録への道のりは険しいものとなっている。特に、

地元の賛意については、湿地利用の制限や漁業等の権益の喪失、鳥類の増加

による農産物への被害、法的手続の煩雑性といった懸念がよく挙げられ、こ

れらの懸念により、ラムサール条約湿地に登録することに消極的な地域も存

在する。 

しかし、前述のとおり、ラムサール条約は賢明な利用という考え方をとっ

ているのであって、ラムサール条約湿地に登録することで新たに利用を制限

するものではない。また、ラムサール条約湿地に登録したからといって、湿

地に飛来する鳥類が増えるわけでもない。２０１８年に登録に至った志津川

湾（宮城県）のように、ラムサール条約湿地としても従前以上の法規制はな

されないと正しく理解されたため、漁業者も登録推進に積極的であった例も

存在する16。 

そこで、国は、地元公共団体等の賛否の姿勢を受動的に受け止めるにとど

まらず、登録への賛意が得られるべく、法規制等に関して適切な情報提供に

努めるなど、地方公共団体と協力して、登録推進への後押しを行う必要があ

る。 

また、ラムサール条約事務局は、２０１９年に「ラムサール条約の自治体

認証制度17」への申請自治体の募集を開始した。同制度は、ラムサール条約湿

地もしくは重要な湿地が位置するもしくは隣接する自治体」が登録すること

                                                
15 ラムサール条約湿地の国際基準を満たしていながら地元の賛意が得られなかったり国内法上の保
護担保措置がなされていない湿地の例として三番瀬（東京湾）、曽根干潟（福岡県）などがある。 
16 南三陸町 志津川湾保全・活用計画（令和４年３月）
https://www.town.minamisanriku.miyagi.jp/index.cfm/8,36264,c,html/36264/20220914-
133610.pdf  
17 湿地自治体認証制度とは、ラムサール条約第１２回締約国会議（ＣＯＰ１２）決議１０に基づく
枠組みで、自治体のブランド化及び地域における湿地の保全や賢明な利用の推進を図ることを目的
としたものである。 
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で、自治体のブランド化及び地域における湿地の保全や賢明な利用の推進を

図ることが期待され、日本では２０２２年に新潟市と出水市が国内で初めて

認証を受けた。湿地についてラムサール条約湿地への登録が困難であっても、

前述の制度の活用等を通じて、地方公共団地等と協力して湿地保全を図るこ

とも検討されるべきである。 

 

第３ 結語 

以上のとおり、湿地の危機的状況とその保全・再生の必要性は、国内外を問わ

ず共通認識となっているにもかかわらず、日本では湿地そのものの価値に着目し

た法整備は長期間進まず、国家戦略など今後の国のロードマップにも示されてい

ない。最近に至っても、重要湿地ですら、保全上の危機に瀕している状態である。

そのため、重要湿地及びこれに準ずる重要な湿地については、意見の趣旨１で述

べた法制度の創設がまずは求められる。 

もっとも、喫緊の対応としては、国は、少なくとも重要湿地については既存の

法律の活用を通じて、意見の趣旨２で述べたとおり、ラムサール条約湿地への登

録の推進及び支援を積極的に行うべきである。 

以上 
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自然公園法上の特別保護地区等における工作物設置等の許可

において環境大臣の厳格な審査等を求める意見書 

 

２０２６年（令和８年）３月１９日 

日本弁護士連合会 

 

第１ 意見の趣旨 

１ 環境大臣は、原生的な自然環境が維持された自然生態系の核心地域である自然

公園法上の特別保護地区ないし第一種特別地域における工作物の新築等に関す

る許可の可否を判断するに当たっては、公益の目的のみならず、その公益を実現

するための手段の必要性（代替手段の有無）等も十分に考慮した上で、当該行為

の公益と自然環境保護の公益とを厳密に比較衡量するという、自然公園法等の趣

旨に基づく厳格な審査を行うべきである。 

２ 環境大臣は、２０２４年３月２９日付けで電気通信事業者に対して行った知床

岬地区における携帯電話基地局設備設置に関する許可が、国立公園の特別保護地

区において自然保護を目的としない大規模な恒久的施設の設置を認めた前例の

ない判断であることを踏まえ、その適法性を改めて検証し、これが同地区におけ

る開発許可の先例として残ることのないよう、職権による取消しを含めた是正措

置を検討すべきである。 

３ 林野庁は、国立公園内における行政財産の貸付けに当たって「その用途又は目

的を妨げない限度」（国有財産法第１８条第２項本文）の有無を判断する場合に

は、自然公園法上の環境大臣の許可の有無にかかわらず、自ら資料を収集し、関

係者から事情を聴取するなど、独自の調査と検討に基づいて慎重に行うべきであ

る。 

４ 国は、国立公園利用者の安全確保と自然環境等の保全とを両立させるため、国

立公園及びその利用に関わる周辺海域等の携帯電話不感地域における漁業者そ

の他の利用者の安全確保については、業務用無線、衛星電話、通信衛星を用いた

データ通信サービス、ビーコン等の使用義務付けや補助金制度の創設等の十分な

対策を講じるべきである。 

 

第２ 意見の理由 

自然公園法上の特別保護地区等における工作物の新築等における環境大臣の許

可等については、原生的な自然環境の価値に鑑み、当該行為の公益性や代替手段の

有無等を十分に考慮した厳格な審査が求められる。本意見書は、その審査の在り方

54/70

佐々木将司
テキストボックス
資料21



2 

について意見を述べるものである。あわせて、特別保護地区において自然保護を目

的としない大規模開発を認めたものとして前例がなく、現在も効力を有する知床半

島先端部における携帯電話基地局設備設置の許可に関しての検証と是正措置の検

討等を求めるものである。 

１ 事案の概要 

(1) 知床半島先端部における携帯電話基地局設備の設置事業 

北海道東北端にある知床半島は、オホーツク海に突出した長さ約７０ｋｍ、

基部の幅が約２５ｋｍの細長い地形であり、半島の西側が斜里町、東側が羅臼

町である。そこに電気通信事業者４社が合同で４か所の携帯電話基地局設備を

設置する事業を進めてきた（うち２か所については既存施設を利用して設置済

みであり本意見書の対象外である。）。 

その一つである知床岬地区の事業は、斜里町側の半島先端にある知床岬灯台

の壁面にアンテナを設置し、文吉湾付近の段丘上に敷地面積１９０㎡のアンテ

ナ基地局を設け、電源供給設備として文吉湾近くの草原に太陽光パネル２６４

枚と蓄電池を設置し、長さ約１．５ｋｍの土中埋設ケーブルで繋ぐものである。

また、ニカリウス地区の事業は、羅臼町側北東部沿岸の番屋付近に基地局アン

テナと支持柱を設け、電源供給設備として太陽光パネル３２０枚と蓄電池等を

設置するものである。 

なお、知床岬地区の事業は２０２４年１０月１１日に中止方針が決定された。

ニカリウス地区の事業も２０２５年１０月３日に一時凍結方針が決定され、衛

星通信サービスの実証試験を行うこととなった。しかし、知床岬地区の環境大

臣の許可は現時点でも取り消されておらず、事業者は再開可能な状態にある。

ニカリウス地区における計画も中止には至らず、今後判断される予定である。 

(2) 環境大臣の許可及び林野庁による貸付契約の締結 

知床岬地区の事業については、自然公園法に基づき、２０２４年２月２９日

付けで電気通信事業者から環境大臣に対して知床国立公園特別保護地区内工

作物の新築及び増築許可申請がなされ、２０２４年３月２９日付けで環境大臣

はこれを許可した（以下「本許可」という。）。 

また、知床岬地区の国有林野を管理する林野庁は、２０２４年４月１６日付

けで、電気通信事業者に対して、同事業に必要な範囲の国有地（行政財産）を

貸し付ける契約を締結した（以下「本貸付契約」という。）。 

なお、ニカリウス地区の事業については、現時点では電気通信事業者からの

許可申請はなされていない。 

(3) 知床半島先端部の自然環境 
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知床半島の中心部には羅臼岳や硫黄山など活動中の火山を含む知床連山が

南北に連なっている。半島の先端部分である知床岬にある海岸段丘を除くと、

稜線から海岸に至るまでには平地がほとんどなく、急峻な地形である。 

原生的な森林や湿原、湖沼、草原、断崖など多様な自然景観を有する地域で

あり、世界でもっとも低緯度に海氷が流れ着くポイントとしても知られている。

海氷によって発生するプランクトンを食物連鎖の基点として、海、川、森、山

の生物が連関し、極めて豊かな生態系が保たれ、日本でも数少ない手付かずの

原生的な自然が残されている。 

この原生的な自然の中で、ヒグマ、エゾシカ、シマフクロウ（絶滅危惧Ⅰ類）、

オジロワシ（絶滅危惧Ⅱ類）などの貴重な動物が生息している。 

(4) 本件における原生的な自然環境の保護に関する法制度の概要 

① 自然公園法 

自然公園法は、日本を代表する優れた自然風景地を保護しつつ、その利用

の増進を図り、生物多様性の確保に寄与することを目的とする。日本屈指の

景勝地である国立公園においては、特別地域を第１種から第３種まで区分し、

さらに特に厳重に風致の維持を図る必要のある地区を特別保護地区と定め

ている。特別保護地区や第１種特別地域においては、建築物の新改増築等の

開発行為が原則として禁止されている。 

② 保護林制度（森林生態系保護地域） 

林野庁は、一定の区域の国有林を保護林に設定し、原生的な天然林などを

保護・管理することで森林生態系や野生生物の保全を行っている。その中で

も森林生態系保護地域は、日本の気候帯や森林帯を代表する原生的な天然林

を保護・管理することを目的とし、世界自然遺産の価値を維持する措置の一

つに位置付けられている。 

③ 世界自然遺産 

世界自然遺産は、世界遺産条約に基づき、「顕著な普遍的価値」を有する自

然環境や地質を、人類共通の財産として将来世代に引き継ぐために登録され

るものである。 

そのうち、「将来にわたり厳正な保全管理を図る地域」をＡ地区とし、原則

として人手を加えずに自然の推移に委ねることを基本とする。自然環境の保

全上支障を及ぼすおそれのある行為は、各種制度に基づき厳正に規制される。

また、「自然環境の保全と遺産地域の価値を損なわない持続可能な観光や漁

業活動等の利用との両立を図る地域」をＢ地区としている。どちらの地区も、

国立公園や森林生態系保護地域などの法的保全措置が講じられている。 

56/70



4 

開発行為が遺産価値に悪影響を及ぼす可能性がある場合、締約国は適切な

措置を講じなければならず、その指針の一つとして「世界遺産の文脈におけ

る影響評価のためのガイダンス及びツールキット」が定められている。 

④ 国有財産法 

自然公園が行政財産の場合には、国有財産法により貸付け等の私権の設定

は原則として禁止されており、一定の要件に該当する場合に限り例外的に認

められる（同法第１８条）。 

(5) 知床半島先端部における行為規制 

知床半島の中央部から知床岬までと周辺海域は国立公園に指定され、森林生

態系保護地域に設定されている。２００５年に世界自然遺産に登録された。 

知床岬地区は特別保護地区（自然公園法第２１条第１項）であり、携帯電話

基地局設備設置という「工作物の新築」には環境大臣の許可が必要である（同

条第３項第１号、同法第２０条第３項第１号）。また、同地区は行政財産であ

り、私権の設定は原則として禁止されている。 

ニカリウス地区も第１種特別地域に指定されており､「工作物の新築」には

同様の規制がある（同法第２０条第３項第１号）。なお、同地区は民有地であ

り､国有財産法の適用はない。 

世界自然遺産との関係では、知床岬地区はＡ地区、ニカリウス地区はＢ地区

に区分されている。 

このように、知床岬地区及びニカリウス地区は、いずれも「顕著な普遍的価

値」を有する原生的な自然環境の核心地域であり、国立公園の中でも最も厳格

に自然環境の保護が図られなければならない地域である。 

２ 本許可等に至る事実経過の概要 

２０２２年４月２３日、知床半島西海岸沖で観光船が沈没し、乗員乗客２６名

全員が死亡又は行方不明になる重大事故が発生した。これを契機に、地元関係者

が以前から要望していた知床半島周辺海域の携帯電話不感地帯の解消が、関係省

庁において重要課題として扱われるようになった。 

２０２３年４月２８日には、国、北海道、斜里町、羅臼町、地元関係団体及び

電気通信事業者らで構成される知床半島地域通信基盤強化連携推進会議が発足

し、「知床半島安全・安心のための通信環境改善に関する宣言」を発出して、携帯

電話の通信環境改善に連携して取り組むことになった。その後、関係機関会議が

開かれ、候補地の選定や工事概要等が検討され、知床岬地区の事業について本許

可がなされ本貸付契約が締結された。 

しかし、２０２４年５月以降、国立公園や世界自然遺産における生物多様性と
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風致景観の保全への懸念から、日本自然保護協会、北海道自然保護協会、斜里山

岳会などが知床岬地区における事業の中止・見合せを求める意見を相次いで提出

した。通信環境の改善を要望していた斜里町長も「自然環境や景観への悪影響を

指摘、懸念する声を重く受け止めて」いるとして工事見合せを求めた。 

同年６月７日の知床世界自然遺産地域科学委員会では、知床岬地区における事

業について「環境及び生態系調査が不十分であり、顕著で普遍的な価値（ＯＵＶ）

への影響を判断することはできない」として、工事の一時中断と再調査を助言し、

オジロワシの行動・繁殖状況を含む生態系・景観調査を求めた。 

同月１２日、日本自然保護協会等はユネスコ世界遺産センターに、知床岬地区

における事業が「顕著な普遍的価値」に影響を及ぼす可能性があると緊急通知を

行い、同月２８日、同センターが環境省に報告を求め、環境省は同年８月３０日

に回答した。 

同年１０月１１日の第３回知床半島地域通信基盤強化連携推進会議では、知床

岬地区の事業は地元の合意が失われているとして、現計画での整備中止方針が決

定され、２０２５年１月２０日には本貸付契約も解除された。 

同年７月９日、ユネスコ世界遺産委員会は、知床半島に関して「今後の開発提

案については、いかなる決定もなされる前に、世界遺産の文脈における影響評価

のためのガイダンス及びツールキットに沿った環境・社会影響評価を実施し、そ

の顕著な普遍的価値への潜在的影響を評価するよう要請する」との決議を採択し、

２０２７年１２月１日までに報告書を提出するよう求めた。 

２０２５年１０月３日、総務省や羅臼町など地元関係者の会合で、ニカリウス

地区の基地局整備を一時凍結し、衛星通信サービス「スターリンク」による実証

実験を経て、２０２７年に基地局整備の可否を判断する方針が決定された。 

なお、環境省は、知床岬地区における本許可は現在も法的効力を有しており、

許可を取り消す予定はなく、今後事業者が着工することは可能であるとしている。

このように、本許可が存続している状況の下では、国立公園特別保護地区等にお

いて同種の判断が将来繰り返されるおそれがある。したがって、本件は事業の進

行状況やユネスコ世界遺産委員会の決議内容にかかわらず、自然公園法の趣旨に

即した許可判断の在り方を検証する必要性がある。 

３ 環境大臣による許可審査の在り方と本許可における審査過程の問題点（意見の

趣旨１、２について） 

(1) 本許可の法的根拠 

知床岬地区は特別保護地区に指定されているため、「工作物の新築」は原則

禁止され、環境大臣は「環境省令で定める基準に適合しないもの」を許可して
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はならない（同法第２１条第４項）。 

本件で問題となる認可基準に関する自然公園法施行規則の規定は、①「学術

研究その他公益上必要であり、かつ、申請に係る場所以外の場所においてはそ

の目的を達成することができないと認められる工作物の新築、改築又は増築」

であること（同規則第１１条第１３項第１号ハ）、②「当該工作物の外部の色彩

及び形態がその周辺の風致又は景観と著しく不調和でないこと」（同項第２号）

の２点である。 

環境省は、知床岬地区の携帯電話基地局設備設置について「漁業者等の安全

を図る上で必要であり、地元自治体等の要望があり、加えて、関係者が一堂に

会する推進会議での合意を踏まえて設置されるものであり、他の手段では目的

を達成できないこと。携帯基地局の規模は必要最小限とし、事前に希少植物の

分布調査を実施し希少植物の生育地点を避けて太陽光発電施設や仮設モノレ

ールを設置する等、景観への影響を最小限にする措置が講じられていると認め

られたことから自然公園法の審査基準に適合している」（原文ママ）ので許可

したという。 

しかし、本許可には、後述のとおりの問題がある。 

(2) 自然公園法についての環境大臣の許可審査の在り方 

前述のとおり、自然公園法は原生的な自然の価値を極めて重視するという立

場から、特別保護地区等における工作物の新築等について許可を必要としたも

のである。こうした趣旨からすれば、原生的な自然環境が維持された自然生態

系の核心となる地域である自然公園法上の特別保護地区ないし第一種特別地

域は、特に自然環境の保護の必要性が極めて高いことから、環境大臣は、工作

物の新築等に関する許可の可否を判断するに当たっては、公益の目的のみなら

ず、その公益を実現するための手段の必要性（代替手段の有無等）や効果の程

度、手段としての恒久性、保護対象の価値、破壊された自然や生態系の回復可

能性、災害リスク、環境影響評価の適正性等も十分に考慮した上で、当該行為

の公益と自然環境保護の公益とを厳密に比較衡量するという、自然公園法等の

趣旨に基づく厳格な審査を行うべきである。 

(3) 「公益上必要」の要件について 

環境大臣の許可基準の運用解釈を定めた環境省通知「自然公園法の行為の許

可基準の細部解釈及び運用方法について」（以下「細部解釈」という。）では、

「公益上必要と認められるか否かは、当該行為を当該地で行うことの公益性と

当該地を当該行為から保護することの公益性を比較衡量の上、審査する必要が

ある」とされている（細部解釈４項）。 
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本件では、知床岬地区に携帯電話基地局を設置する目的は、携帯電話を用い

た通信手段の確保により、海難事故の事前防止と事故発生時の緊急連絡手段を

確保するという点にある。これまで海難事故によって多くの人命が失われてき

たことを踏まえれば、知床半島先端部の利用者の安全を確保することは極めて

重要な目的である。 

しかし、当該地域の通信手段としては、本許可の時点で、業務用無線や衛星

電話のほか、通信衛星を用いたデータ通信を既存の携帯電話で利用できるサー

ビスが既に実用化され、端末の小型化や利用料金の低下が進んでおり、個人で

も導入可能であった 1。これらの代替手段の存在は、携帯電話基地局設置の必

要性の低さを示している。 

また、前記観光船沈没事故に関する運輸安全委員会の船舶事故調査報告書で

は、海難事故防止には出航前の気象判断が最重要であり、出港後の情報はそれ

を補足するものとされている。そのため、携帯電話による海難事故防止効果は

限定的である。国土交通省も、当該事故を契機に、旅客定員１３人以上の船舶

及び事業の用に供する旅客定員１２人以下の船舶について、携帯電話を法定無

線設備と認めないこととする法改正を行っており、携帯電話では法定要件を満

たすものとはならない。なお、法定無線設備の搭載が義務付けられていない船

外機船では通信手段として携帯電話を用いることができるが、海難事故防止効

果が限定的である点は同様である。 

事故発生時の緊急連絡手段として、位置情報を発信するビーコンが既に実用

化され、救命胴衣一体型の物もある。ビーコンは音声通話はできないものの、

救助に最も重要な位置情報を迅速に伝達することができ、遭難信号発信手段と

して極めて有効である。万が一、海難事故が発生した場合における被害拡大の

抑止の観点から、重要な役割を果たすものである。米国など海外の国立公園で

は利用者にビーコンを公費で貸与する制度もあり、知床半島でも導入可能なも

のと考えられる。 

さらに、近年は通信衛星による通話・データ通信が急速に進化し、受信アン

テナの小型化や低価格化が進んでいる。本許可時点でも、太陽光パネル設置を

伴う基地局を長期にわたって使用する必然性は乏しく、携帯電話という手段に

よる公益目的の実現は短期的なものであったと考えられる。 

以上によれば、知床岬地区の事業について、「当該行為を当該地で行うこと

 
1 なお、このような多数衛星コンステレーションによる通信網等の新たな宇宙利用については、スペースデブリ

の増加や天文観測への影響等の環境負荷に関する懸念も国際的に指摘されており、当連合会として特定の通信シ

ステムを無条件に推奨するものではない。あくまでも、原生的自然の核心地域における基地局建設許可の要件を

検討する上で、技術的な選択肢として既に存在していたことを指摘するものである。 
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の公益性」は極めて限定的である。 

他方で、知床岬地区は、稀有で豊かな生態系を有し、国立公園特別保護地区、

森林生態系保護地域、世界自然遺産Ａ地区に指定され、人の立入りや利用が制

限されてきた地域であって、我が国に残る数少ない原生的自然である。絶滅危

惧Ⅱ類のオジロワシの営巣地が点在し、事業計画地が複数のつがいの行動圏と

なっていることが既存調査で確認されている。そのため、当該地の原生的自然

景観をそのままの状態で保護し、後世に受け継いでいくことの公益性や、生物

多様性保全の観点からの公益性は、極めて高い。 

また、そのような地区に携帯電話基地局を設置すれば、広範囲で原生的自然

や生態系が破壊され、修復はほぼ不可能である。近年は太陽電池設備の火災事

故も相次いで報告されており、知床岬地区で火災が発生すれば鎮火活動は困難

で、豊かな生態系が長時間、広範囲に被害を受けるおそれもある。 

さらに、上記事業の決定に際しては、世界遺産委員会の決議で指摘されたと

おり、「世界遺産の文脈における影響評価のためのガイダンス及びツールキッ

ト」で求められている環境影響評価のプロセスは実施されておらず、手続的な

適正を欠いている。 

したがって、携帯電話基地局を設置する行為から当該地を保護すべき高度の

必要性と公益性が認められ、携帯電話基地局を設置することが「公益上必要」

であるとの環境大臣の判断は、代替手段の存在やその効果の程度等を踏まえた

厳密な比較衡量に基づく厳格な審査を尽くしたものとは言い難い。 

(4) 他の「場所においてはその目的を達成することができない」の要件について 

自然公園法施行規則の「申請に係る場所以外の場所においてはその目的を達

成することができない」との要件は、同じ場所であってもより環境負荷の少な

い方法・手段で目的を達成できないかという判断を含むものであり、代替手段

の有無を確認するための規定である。 

この点に関し、漁業者など知床半島先端部の利用者の安全確保のためには、

知床岬地区に携帯電話基地局を設置する以外にも、通信衛星を用いたデータ通

信サービスなど、複数の代替手段が既に存在する。 

したがって、この要件についても、代替手段の有無に関する厳格な審査が尽

くされたとは評価し難い。 

(5) 「周辺の風致又は景観と著しく不調和でないこと」の要件について 

知床岬地区は、特に原生的な自然の景観を保護する特別保護地区であり、人

工物がほとんど視界に入らない原生自然景観を形成している。 

環境省は、「携帯基地局の規模は必要最小限とし」、「太陽光発電関連の設備
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は茶系色に着色し、周辺景観との調和を図る」、「太陽光発電施設の位置を海岸

部から離し、視認しにくくする。」等の理由で「景観への影響を最小限にする措

置が講じられている」と判断した。 

しかしながら、必要最小限の影響とする措置が取られていても、そもそもの

規模が大きい場合には、周辺の風致等と不調和となり得る。上記の各設備はそ

の高さや敷地面積の広さの点で上空や沿岸部から容易に確認することができ、

特に原生的な自然が残されている知床岬地区においては明らかに風致を害す

る景観と言わざるを得ない。この点については、設備を茶色系に着色し、位置

を沿岸部から離すといった配慮がなされているとしても、原生的自然景観との

調和という観点から、なお慎重な検討を要する。 

したがって、知床岬地区の事業は「当該工作物の外部の色彩及び形態がその

周辺の風致又は景観と著しく不調和でないこと」の要件も、原生的自然景観と

の調和という観点からの厳格な審査が尽くされたとは言い難い。 

(6) 小括 

以上から、環境大臣の本許可は、自然公園法第２１条第４項、同法施行規則

第１１条第１３項第１号ハ及び同項第２号の各要件への該当性について、許可

がなされた時点での判断に重大な疑義がある。加えて、本許可は特別保護地区

において自然保護を目的としない大規模な恒久的施設の設置を認めたものと

して前例のない判断である。したがって、環境大臣において、その適法性につ

いて改めて検証した上で、これが同地区における先例として残ることがないよ

う、職権による取消しを含めた是正措置を検討するべきである。 

なお、許可時点での判断に重大な疑義があるところ、本許可の対象事業は中

止する方針が決定されており、工事完了予定日である２０２４年１０月３１日

も大幅に徒過している現時点においては、本許可を取り消しても処分の相手方

である電気通信事業者に実質的な不利益は生じない。他方で、前例のない本許

可を放置することは自然環境の保全という公共の福祉の要請に照らして著し

く不当である。したがって、その比較衡量の結果として、職権による本許可の

取消しは法的に可能であると考えられる（最判昭和４３年１１月７日民集２２

巻１２号２４２１頁、最判昭和３１年３月２日民集１０巻３号１４７頁）。 

４ ニカリウス地区における携帯電話基地局設備設置の判断の在り方 

ニカリウス地区は、自然保護法や世界自然遺産上の位置付けが知床岬地区と若

干異なるが、実際の自然環境の価値や法規制の在り方はほぼ同等である。 

同地区における携帯電話基地局設備設置の可否は、衛星通信サービスの実証実

験を経て、２０２７年に判断されることになっており、低軌道衛星等を用いたデ
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ータ通信サービスを用いた実証実験が既に開始され、「羅臼漁港から知床岬先端

周辺まで広範囲の海域で通信可能なことが分かった」とされている。また、同地

区に携帯電話基地局が設置されたとしても、不感地域が完全には解消されず、一

部残ることが明らかになっている。 

他方、近時の報道によれば、２０２４年に予定地付近でオジロワシのつがいと

みられる２羽が確認され、その付近で繁殖する可能性があるとされている。 

これらは、「当該地を当該行為から保護することの公益性」の判断において極

めて重要な要素である。 

さらに、沿岸部に太陽光パネル等を設置すると、観光船やカヤックから目に入

る。この点は、「当該工作物の外部の色彩及び形態がその周辺の風致又は景観と

著しく不調和でないこと」の判断に当たり十分に考慮されるべきである。 

このように、今後、基地局設置の許可申請がなされた場合、環境大臣の審査内

容は、前記の知床岬地区の事業の場合と同様に厳格に行う必要がある。 

５ 林野庁における本貸付契約の問題点（意見の趣旨３について） 

(1) 本貸付契約の法的根拠 

知床岬地区は、行政財産であり、行政財産については原則として貸付け等の

私権の設定が禁止され、例外的に「その用途又は目的を妨げない限度」におい

て貸付け等の私権を設定できる（国有財産法第１８条第１項及び第２項本文）。 

林野庁は、行政財産である土地を供することにより得られる社会的利益を勘

案して、それが大きいと判断される場合は、土地の用途又は目的を妨げること

にはならないという基準が示されており、知床岬地区における携帯電話基地局

設備設置はこれに該当すると判断して貸付けの手続を行ったと説明している。 

(2) 本貸付契約の問題点 

もっとも、林野庁によれば、本件における「用途又は目的を妨げない限度」

の判断は、厳格な行為規制を行う環境大臣が既に許可の判断をしていたことを

踏まえて行ったとされている。 

そうすると、林野庁は、基本的に環境大臣の許可をもって「土地を供するこ

とにより得られる社会的利益」が大きいと判断したものであって、独自の観点

からの検討は行っていないと言わざるを得ない。特に、林野庁が設定している

森林生態系保護地域においては、携帯電話基地局設備の設置の事例は過去に例

がないとされているのであるから、「用途又は目的を妨げない限度」の判断は

慎重に行われる必要があり、その点からも林野庁が独自の観点から調査・検討

を行うべきであった。 

具体的には、前述したとおり、①知床半島先端部において、「天候や気象予測
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による海難事故の事前防止」や「海難事故発生時の緊急連絡手段」として携帯

電話を用いることの必要性（代替手段の有無等）や効果の程度、②当該地の原

生的自然景観や生態系をそのままの状態で保護し、後世に受け継いでいくとい

う土地の用途・目的の重要性、破壊された自然や生態系の回復可能性などを踏

まえて、「用途又は目的を妨げない限度」か否かを独自の調査で慎重に判断す

ることができたと考えられる。 

(3) 小括 

以上から、林野庁は、国立公園内における行政財産の貸付けの可否を判断す

るに当たっては、環境大臣の許可の有無にかかわらず、自ら資料を収集して関

係者から事情を聴取するなど、独自の調査と検討に基づいて慎重に行うべきで

ある。 

６ 利用者の安全確保と自然環境保全のための施策（意見の趣旨４について） 

利用者の安全確保と自然環境、生態系の保全を両立させるため、国は、国立公

園及び観光や漁業など当該公園の利用に関わる周辺海域等の携帯電話不感地域

において、携帯基地局整備に頼るのではなく、より環境負荷の少ない通信手段を

使用するべきである。 

具体的には、気象情報の取得等に資する通信衛星を用いたデータ通信サービス

や、音声による確実な連絡手段となる衛星電話及び業務用無線、迅速な救助に直

結するビーコンなど、国立公園の利用形態に応じた機器の活用が有効である。 

もっとも、これらの機器の導入には個々の利用者に経済的負担が生じることか

ら、国は、利用者に対してこれらの使用を義務付ける制度を整備するとともに、

機器の導入等に関する補助金制度を創設するなど、利用者の安全確保と自然環境

保全のための対策を十分に講じるべきである。 

７ 結論 

以上から、当連合会は、環境大臣、林野庁及び国に対し、意見の趣旨記載の対

応を求める。 

以上 
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日本弁護士連合会 公害対策・環境保全委員会 

メガソーラー問題ＰＴ委員作成資料 

 

日本弁護士連合会意見書(2022 年 11 月 16 日、2025 年 8 月 21 日) 

公表後の再生可能エネルギー開発に対する法規制の進捗状況 

 

１ はじめに 

（１）2022 年 11 月 16 日、日弁連は、「メガソーラー及び大規模風力発電所の

建設に伴う、災害の発生、自然環境と景観破壊及び生活環境への被害を防止す

るために、法改正等と条例による対応を求める意見書」（以下、「2022 年意見

書」という）を取りまとめ、公表した。 

 法規制に関する部分については、①森林法、②環境影響評価法、③再エネ特

措法、④公害紛争処理法、⑤再エネ事業の地域還元のための制度導入について、

具体的な改正の方向性が提言された。 

 大規模な再生可能エネルギー開発に係る法制度を所管する資源エネルギー

庁、農林水産省、環境省、国土交通省でも、再エネの導入拡大に伴い、一部の

地域では、災害や環境への影響、再エネ設備の廃棄などへの懸念が指摘されて

いるとして、4 省庁が共同事務局となり、総務省もオブザーバー参加し、同年

10 月に「再生可能エネルギー発電設備の適正な導入及び管理のあり方に関す

る検討会 提言」 1（以下「4 省庁検討会提言」という）をまとめ、その後、法

改正を含む規制強化を進めたが、意見書で提言してきた内容を十分に実現する

ものではなく、再生可能エネルギー開発と地域住民との軋轢が解消するもので

はなかった。 

（２）2025 年 8 月 21 日、日弁連は、「メガソーラー及び大規模風力発電所の

建設に伴う、災害の発生、自然環境・景観の破壊及び生活環境への被害を防止

するために、更なる法改正等による対応を求める意見書」(2025 年意見書)を

取りまとめ、公表している。 

 法規制に関する部分については、①再エネ特措法、②環境影響評価法、森林

法（保安林問題）、⑤風車による騒音・低周波音問題の実態把握と規制措置に

ついての規制強化が提言された。 

 

２ 2023 年～2026 年の法改正等の進捗状況 

（１）2023～2024 年の法改正の現状 

 4 省庁検討会提言を踏まえた法改正として、脱炭素社会の実現に向けた電気

供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律案（通称「GX

脱炭素電源法」）が 2023 年の通常国会に提出され、6 月に成立した 

 この中に、地域と共生した再エネ導入のための事業規律強化として、再エネ

 
1 https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/saisei_kano_energy/pdf/20221007_1.pdf 
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特措法の改正が盛り込まれ、①関係法令等の違反事業者に、FIT/FIP の国民負

担による支援を一時留保する措置を導入や違反が解消されなかった場合は、

FIT/FIP の支援額の返還命令を出す制度を導入し、②FIT/FIP 認定要件として、

事業内容を周辺地域に対して事前周知することを追加し、事業譲渡にもこれが

適用されることとなり、③委託先を含め関係法令遵守を徹底させるよう委託先

事業者に対する監督義務を課されることとなった。 

 また、資源エネルギー庁は、条例を含む関係法令等の違反の取締りを厳しく

行っていく方向性を打ち出しており、2023 年 1 月より、FIT 認定の取消事案や

違法行為の聴聞中に事業者が事業の廃止をした事案を公表するようになった。 

上記法改正以外に、森林法の林地開発許可については、2023 年４月から、

太陽光発電設備の設置を目的とした開発について、許可を要する規模が 1ha 超

から 0.5ha 超に引き下げられ、防災施設を先行設置し、設置が完了した確認が

終わるまでは他の開発行為を行わないことなどを許可に付す条件とすること

や、林地開発における開発規模の一体性を判断するための目安等について、都

道府県に対する技術的助言として通知を発したことが報告されている。 

 また、資源エネルギー庁では、再エネ特措法の規則改正を行い、FIT/FIP 認

定の申請要件として、①森林法における林地開発許可、②盛土規制法における

許可、③砂防三法（砂防法・地すべり等防止法・急傾斜地法）における許可を

取得していることを求める方向性を打ち出しており、年内に実施される予定で

ある。3 つの許認可については、電気事業法上の電気工作物の設置工事開始前

と設置後に、適法な許可を得ているかや法令遵守の確認を行う規則改正が行わ

れた。  

また、2025 年 6 月には、環境影響評価法が改正され、1 か月の縦覧期間しか

なかったアセス図書を、事業者による縦覧等の期間後においても、環境大臣が

アセス図書を入手した上で、インターネットにより継続公開することができる

ことになった。しかし、この継続公開は、あくまでも事業者が継続公開に同意

した場合にのみ実施を予定されており、継続公開が実現するのか疑わしい。 

（２）大規模太陽光発電事業（メガソーラー）に関する対策パッケージ 

 2025 年、釧路湿原のメガソーラー等が大きな問題となったことなどがきっ

かけとなり、規制を求める住民の声も高まり、太陽光発電については、さらな

る規制強化が進められることになった。同年 12 月、政府は、メガソーラーに

関する対策パッケージを閣議決定した。 2パッケージの中で示された規制強化

の一覧は以下のとおりである。 

 ア 自然環境の保護に関する規制強化 

 
2 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/megasolar/pdf/countermeasure.pdf 
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①環境影響評価の対象見直し及び実効性強化（環境省、経済産業省）： 

環境影響評価法・電気事業法に基づく評価対象の規模を見直し、審査の

厳格化 

②種の保存法の在り方検討（環境省） 

希少種の保全上重要な生息・生育地を保護するため、開発行為に対し

て実効性を担保するための措置等を検討 

③文化財保護の徹底（文部科学省）： 

天然記念物への影響確認が不十分なままの開発を規制するため、自治体

が事業者へ助言を行う際の留意事項を整理 

④自然公園法に基づく区域拡張（環境省） 

湿原環境等の保全強化のため、釧路湿原国立公園の近隣地域へ公園区域

を拡張 

イ 安全性の確保に関する規制強化 

⑤林地開発許可制度の規律強化（農林水産省） 

許可条件違反に対する罰則や命令に従わない者の公表など 

⑥保安規制の強化（経済産業省） 

10kW 以上の全ての太陽電池発電設備に対し、土木建築の専門性を有す

る第三者機関が工事前に技術基準への適合性を確認する仕組みを導入 

⑦サイバーセキュリティの強化（経済産業省） 

ウ 景観の保護に関する規制強化 

⑧景観法の活用促進（国土交通省、農林水産省、環境省） 

市町村等が、明確な基準に適合しない設置行為を適切に制限できるよう、

景観法運用指針の改正及び活用マニュアルの作成・公表 

エ その他の規制強化・適切な運用 

⑨土地利用規制等に係る区域の適切な設定（農林水産省、国土交通省、環

境省等） 

事業者が実施場所を検討する際に重要な、各種の土地利用規制等に係る

区域設定 

 ⑩関係法令の適切な運用と厳格な対応（農林水産省等） 

開発に着手されたものであっても、森林法、文化財保護法、土壌汚染対

策法、盛土規制法などを総動員して厳格に対応。法令違反を覚知した

FIT/FIP 認定事業には交付金の一時停止措置など 

  ⑪太陽光パネルの適切な廃棄・リサイクルの確保（環境省、経済産業省）

将来の大量排出を見据え、適切な廃棄とリサイクルが確保されるよう、

既存制度の厳格な運用と実効的な制度整備を進める 

 また、政府は、事業用太陽光発電（地上設置）について、令和９年度以降、

FIT/FIP 制度における支援の対象外とする方針を決定した。 
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３ 日弁連の意見書での提言はどの程度法規制に反映されたか 

 現在、メガソーラー対策パッケージの規制強化が進められており、太陽光発

電施設については、実効性のある規制が進みつつあると言える。しかし、風力

発電については、規制強化の対象となっておらず、依然として、多くの開発計

画があり、貴重な自然や水源地を破壊する、土砂災害の恐れなどを理由として、

地域との軋轢が高い状態にある。 

 

日弁連の提言 法規制の取組状況 備考 

①森林法 

目的規定に森林の公益的機能の確

保等を加える 

検討無し  

林地開発許可に、公益的機能の確保

の要件を追加し、知事等許可権者に

要件裁量・効果裁量を与える 

検討無し  

林地開発許可の技術的基準を法令

で定め、定期的点検の義務付け、ま

た、地方自治体が強化できることを

明示 

検討無し 太陽光発電施設に林地

開発許可の規模要件の

引き下げ、防災工事の

先行実施等の規則改正

と基準の 見直しは 実

施。 

許可条件違反に対する

罰則を規定。 

林地開発許可に当たり、計画提出を

法律上義務付け、計画が遵守されな

い場合、許可撤回ができる旨明記 

検討無し  

林地開発許可において、地域住民と

の事前協議の実施や住民に対し関

連情報の提供を義務付ける 

検討無し  

保安林指定解除に、専門家も入った

第三者機関への諮問を必須とすべ

き 

検討無し  

保安林指定解除の際の厳格な審査

の維持 

規制緩和の予定は現時

点ではない。 

 

再エネ開発のための保安林内の林

道敷設は、作業許可でなく、保安林

検討無し  
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解除として審査すべき 

②環境影響評価法 

計画段階環境配慮制度や、ゼロ・オ

プションを含む代替案の十分な検

討を義務付ける 

  

風力発電のアセス対象規模要件を

7500KW に戻すべき 

検討無し  

対象事業の拡大 太陽光発電施設の規模

要件を第 1 種を 2 万 kW

以上、第 2 種は 1.5 万 kW

以上に引き下げた。 

 

アセス逃れが生じないように基準

をより明確に見直し 

検討無し  

環境影響評価図書の公表・縦覧につ

いて、市民が分析できるよう公表期

間等を是正 

2025年改正で、事業者の

同意があれば継続公開

が可能となったが、事業

者の同意が必要なため、

実効性がない可能性が

高い。 

 

環境影響評価手続を緩和すべきで

ない。 

2025年改正で、リプレイ

スの際の配慮書の手続

を一部緩和。 

 

累積的影響の評価、不服申立て制度

の導入 

検討無し  

③再エネ特措法 

自然環境保全や地域住民の生活保

全との両立の趣旨を法文上明確化 

検討無し 法改正はないが、「地域

との共生」はスローガ

ンとされている 

自然環境や地域住民に影響が大き

い規模の FIT/FIP 認定の取得、転売

に要件を設ける。FIT/FIP 認定に欠

格事由を設ける。 

転売の際の住民説明会

の義務付け（23 年 6 月、

再エネ特措法改正） 

事業用太陽光発電は、

2027 年度以降の FIT/ 

FIP 認定は行わない。 

住民への FIT 認定申請時からの情

報開示 

住民説明会の義務付け

（23 年 6 月、再エネ特

措法改正） 

周知であり、「協議」の

義務付けではない 

幅広い住民が、専門家のアドバイス 検討無し。  
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を受けられる形で参加できる住民

説明会の実施。 

住民の意見反映のための協議がで

きる制度を。 

違法・脱法行為の取締りや認定取消

も含めた 

賦課金の交付の留保、返

還命令制度の導入、委託

事業者の取締り義務を

明文化（23 年 6 月、再エ

ネ特措法改正）。 

取締り強化の方向性は

打ち出している。 

 

 林地開発許可、盛土規制

法の許可、砂防三法の許

可取得を FIT/FIP 認定

の要件とする規則改正。

電気事業法も改正。 

 

④公害紛争処理法 

再エネ開発事業を公害紛争処理の

対象とし、中立な専門家が立ち合

い、紛争解決を図る制度をつくるべ

き 

検討無し  

⑤地域還元のための制度 

経済的利益を地域へ還元する仕組

みの導入 

検討無し 自治会への高額寄付、

ふるさと納税など、地

域を分断する適切と言

えない事業者によるバ

ラマキが問題となって

いる。 

⑥温暖化対策推進法 

促進区域の設定時に住民参加の機

会の義務付けと適正な環境影響評

価の実施 

検討無し  

⑦その他 

風力発電の騒音・低周波音の実態調

査と、離隔距離等の規制の実施 

調査も検討も無し  

以上  

70/70


	第４分冊表紙（資料番号等）
	第４分冊（2026道弁連大会シンポ）.pdf
	第４分冊表紙
	資料１７　配布資料　 意見書②概要
	資料１８　人権保護として再生可能エネルギーを選択し、地球環境の保全と地域社会の持続的発展を目指す決議
	資料１９　生物多様性の保全と持続可能な自律した地域社会の実現を求める決議
	資料２０　重要な湿地の保全・再生へ向けた適正な管理を行うための法 制度の創設等を求める意見書
	資料２１　自然公園法上の特別保護地区等における工作物設置等の許可において環境大臣の厳格な審査等を求める意見書
	資料２２　意見書公表後の法規制の進捗＋資料名義追記




